
 
弘前商工会議所  
 会頭 永澤 弘夫 様  
 
 
 
 
 
 

 
平成２７年度重点要望事項に対する回答書 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

弘 前 市 



NO.
新規・継続
の別

重　　点　　要　　望　　事　　項 弘前市主管部課 ページ

◆「ひとづくり」

1 継続 弘前先人記念館の建立について

市民文化スポーツ部
　文化スポーツ振興課
教育委員会
　郷土文学館

1

◆「くらしづくり」

2 継続 高度先進医療機器の導入について
健康福祉部
　健康づくり推進課

2

3 新規
健康診断巡回バスにおけるプライバシー保護と「健幸マイレー
ジ制度」の周知について

健康福祉部
　健康づくり推進課

3

4 新規
国土強靭化基本法に基づく自然災害等への速やかな対応に
ついて

経営戦略部
　防災安全課

4

◆「まちづくり」

5 継続 冬季間における快適な生活と安定した交通の確保について
建設部
　道路維持課

5

6 継続 市街化調整区域の柔軟な対応について
建設部
　建築指導課

7

7 継続 弘前型スマートシティ構想の構築について

都市環境部
　スマートシティ推進室
財務部
　情報システム課
教育委員会
　学校指導課

8

8 新規
弘前ならではの景観や歴史的な建造物の有効活用等につい
て

都市環境部
　都市政策課
　ひろさき魅力プロデュ
　ース室
　区画整理課

11

9 新規 空き家対策について
建設部
　建築指導課

13

10 継続 弘前市の生活環境の向上や交通安全について

都市環境部
　都市政策課
建設部
　建設政策課
　道路維持課

14

11 継続 カラス・害虫被害対策について
都市環境部
　環境管理課

17

Ⅲ　安全・安心

Ⅱ　福祉

Ⅰ　健康

Ⅳ　エネルギー・環境

Ⅲ　生活基盤

Ⅱ　都市環境

Ⅰ　雪対策

Ⅲ　多様な学び

Ⅱ　こどもの学び

Ⅰ　子育て

要望事項48項目（昨年度35項目）　うち新規25項目　うち継続23項目



◆「なりわいづくり」

Ⅰ　農林業振興

12 継続 農商工連携と６次産業化に対する支援について

農林部
　農業政策課
商工振興部
　産業育成課

19

13 継続 りんご産業の推進について

農林部
　りんご課
　農業政策課
農業委員会
観光振興部
　観光政策課

21

14 新規 農業における商工業者の参入支援について
農業委員会
農林部
　農業政策課

25

15 新規 「弘前の地酒とシードルで乾杯条例」の制定について
商工振興部
　商工政策課

26

16 継続 ＪＲ弘前駅周辺へのバスプールの拡充整備について
都市環境部
　都市政策課

27

17 新規 多言語対応が可能な人材（従業員）の養成について

観光振興部
　国際広域観光課
商工振興部
　商工政策課

28

18 新規 岩木山の豊かな環境を活用した岩木地区の活性化について

市民文化スポーツ部
　文化スポーツ振興課
観光振興部
　観光政策課
岩木総合支所
　総務課

29

19 新規 弘前城公園の観光機能強化策について
都市環境部
　公園緑地課

31

20 継続 「津軽海峡観光クラスター会議」への一体的な支援について　

観光振興部
　国際広域観光課
商工振興部
　商工政策課

32

21 新規 四大まつり運営委員会の設置について
観光振興部
　観光政策課

34

22 新規 創業支援の充実について
商工振興部
　産業育成課
　商工政策課

35

23 継続 ものづくり技術・伝統文化の継承と若手育成について
商工振興部
　商工政策課

37

24 新規
学生対象の溶接技術講習会並びに溶接競技大会開催の際の
支援について

商工振興部
　商工政策課

38

25 継続 「弘前ブランド」を海外へ発信できる施策の検討について
商工振興部
　商工政策課

39

26 継続 技能に関する資格制度及び技能検定について
商工振興部
　商工政策課

40

27 継続 グローバル人材の育成に対する支援について
商工振興部
　商工政策課

41

28 継続 建設業の振興策について

経営戦略部
　法務契約課
都市環境部
　スマートシティ推進室
建設部
　建築指導課
商工振興部
　商工政策課

42

29 新規 弘前市融資制度（特別保証融資）の予算枠の拡充について
商工振興部
　商工政策課

45

Ⅲ　商工業振興

Ⅱ　観光振興



30 継続 マル経融資制度の利子補給の実施について
商工振興部
　商工政策課

46

31 新規 小規模事業者が利用しやすい補助金の創設について
商工振興部
　商工政策課

47

32 新規 小規模事業者へのソフト支援策について
商工振興部
　商工政策課

48

33 新規 飲食業界における雇用対策について
商工振興部
　商工政策課
　産業育成課

49

34 新規 子育て中の女性を雇用する事業者への支援制度について

商工振興部
　商工政策課
健康福祉部
　子育て支援課

51

35 新規 （仮称）弘前市総合産業振興計画の策定について

商工振興部
　商工政策課
　産業育成課
経営戦略部
　行政経営課

52

◆「その他」

36 継続 各種イベントの効果測定等の実施について
観光振興部
　観光政策課

54

37 継続 公衆用道路の固定資産税非課税基準の緩和について
財務部
　資産税課

55

38 継続
青森空港並びに奥羽本線新青森駅等の利便性向上に係る
国、県、関係機関等に対する要望活動について

都市環境部
　都市政策課
建設部
　建設政策課

56

39 継続 弘前ナンバー導入を検討する委員会の設置について
都市環境部
　都市政策課

58

40 新規 弘前市経営計画における人材育成分野について

経営戦略部
　行政経営課
　防災安全課
観光振興部
　観光政策課
健康福祉部
　子育て支援課
教育委員会
　教育政策課
　学校指導課
商工振興部
　商工政策課

59

41 新規 少子高齢化・人口減少対策について
経営戦略部
　行政経営課

63

42 継続 弘前市の入札制度について
経営戦略部
　法務契約課

64

43 新規 ブラジリアン柔術（グレイシー柔術）の大会の開催について
市民文化スポーツ部
　文化スポーツ振興課

65

44 新規 弘前市の指定管理者制度について
経営戦略部
　行政経営課

66

45 新規 弘前市が所有する資産（建物、公用車等）の保険について
財務部
　財産管理課

67

46 新規 公共施設の利便性向上について

経営戦略部
　ヒロロスクエア活性化
室
選挙管理委員会
商工振興部
　商工政策課

68

47 継続
弘前市経営計画への「弘前感交劇場」コンセプトの位置付け
について

観光振興部
　観光政策課
商工振興部
　商工政策課

70

48 新規 弘前型マイクロナノバブルバレイ構想について

商工振興部
　産業育成課
農林部
　りんご課

72
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １ 弘前先人記念館の建立について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市は教育委員会が『弘前人物誌』を発行しているとおり、各分野において多く

の著名人を輩出しております。地方都市でこれだけの著名人を輩出した町は全国的に

も稀有であります。  
つきましては、これまで『弘前人物誌』で紹介された先人に関わる品々（写真や遺

品など）や、逸話をより積極的に集めて後世に残すべく、『弘前先人記念館』の建立

を要望します。  

 

                                        市民文化スポーツ部 文化スポーツ振興課  
教育委員会 郷土文学館  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

著 名 な 先人はさまざま輩出されておりますが、弘前市においては、平

成２年７月、郷土文学館を開館し、当市出身の作家や、当市にゆかりの

ある作家に関する資料を、さまざまな角度から広く公開展示し、市民の

文学に対する関心と理解を高める一翼を担っております。  

平 成２７年１月からは、企画展として「陸羯南展」を約１年間にわた

って開催し、さまざまな展示を通して、その功績を紹介しております。

また、スポーツ分野においては、青森県武道館内に旧弘前市名誉市民

第１号である横綱初代若乃花の展示コーナーを設置しているほか、岩木

山総合公園には旧岩木町出身のオリンピック選手の展示コーナー、相馬

中学校体育館には旧相馬村出身のスポーツ選手の展示コーナーが設置

され、スポーツで活躍した先人に関わる品々を展示している状況であり

ます。  

今
後
の
処
理
方
針 

市としても、さまざまな分野において活躍した著名人等先人の軌跡に触れるこ

とができる環境づくりは必要と思われますが、新たな「弘前先人記念館」の建立

につきましては、用地の確保や施設の建設・維持管理並びに運営等に対し多額の

財政負担を伴うことから、現時点では困難なものと考えております。  
郷土文学館については、設立の趣旨に則り、郷土出身の作家や郷土にゆか

りのある作家に関する資料収集と公開展示を進め、地域文化の発展をめざす

こととし、今後においても、既存施設における事業を充実させることで、先

人の功績の周知等に努めていきたいと考えております。 

 

担当：文化スポーツ振興課文化振興係 主幹兼係長 吉崎  拓美  内線３５５  
郷土文学館          係長    若城  真佐人 内線４００  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２ 高度先進医療機器の導入について 

要

望

事

項

の

内

容  

高度先進医療機器（がんの重粒子線治療、陽子線治療）の導入にあたっては、係る

経費など諸課題が多いことは認識しております。しかしながら、導入された場合には、

当地域はもちろんですが、県全体の健康増進に貢献できることから、弘前市として、

国・県や関係機関に働きかけを行うなど、諦めることなく検討していただきますよう

要望いたします。  

 

                                             健康福祉部 健康づくり推進課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

先 進 医 療 機 器（ が んの重 粒 子線治 療 、陽子 線 治療） の 導入に 係 る経費 は

１００ 億 円規模 と いわれ て おり、 現 在国内 で も数か 所 に設置 さ れてい る の

みです 。 また施 設 設置に 当 たって も 一定規 模 の面積 が 必要と 認 識して お り

ます。 更 に、当 該 機器は 、 医療の 一 環とし て がん治 療 に使用 さ れるも の で

あるこ と から、 運 用は医 療 機関に 限 られ、 専 門の医 療 スタッ フ の確保 や 患

者負担 が 極めて 高 額にな る など、 諸 課題が 多 いもの と 認識し て おりま す 。

今
後
の
処
理
方
針 

先 進 医 療 機器の 導 入に当 た っては 、 導入す る 医療機 関 の受け 入 れ態勢 及

び収支 を 含めた 運 用計画 な どが整 っ ている 必 要があ り ますが 、 当該計 画 等

に関す る 情報に つ いて当 市 では把 握 してお り ません の で、現 段 階で国 や 県

に働き か ける状 況 にはな い ものと 考 えてい ま す。  

担当：健康づくり推進課 課長補佐 今  敏行 内線 ４５２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３ 
健康診断巡回バスにおけるプライバシー保護と「健幸マイレージ

制度」の周知について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市で行っている巡回バスがん検診については、問診の情報が待っている他の人

にも聞こえてしまうという不具合が生じております。プライバシー保護のためにも、

ついたてや音楽を流すなど、問診の内容が聞こえないようにご配慮いただきますよう

要望いたします。  
あわせて、「健幸マイレージ制度」についてはまだ認知度が低いため、周知を徹底

していただきますよう要望いたします。  

 

                                             健康福祉部 健康づくり推進課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

①  巡回が ん 検診に つ いて   
 

総 合 検 診 車によ る 巡回が ん 検診は 弘 前市医 師 会に委 託 し、春 と 秋に各 地

区の公 民 館や交 流 センタ ー 、学校 を 会場と し て使用 し ていま す 。  

 

②  健幸マ イ レージ 制 度につ い て   
 

健 幸 マ イ レージ 制 度とは 、市民が 検 診を受 診 したり 、検診に 関 する事 業

などに 参 加する こ とによ っ てポイ ン トを獲 得 し、応 募 するこ と で健康 グ ッ

ズや地 場 産品な ど の景品 を もらえ る 制度で す 。  

今
後
の
処
理
方
針 

①  巡回が ん 検診に つ いて   
 

問 診 の 際 には、 問 診の場 所 をなる べ く待っ て いる人 か ら離し 、 また、 内

容が他 の 人に聞 こ えない よ う、読 み 上げず に 黙視で 確 認する な ど、プ ラ イ

バシー に 配慮し た 取組み を 実施し ま す。  

 

②  健幸マ イ レージ 制 度につ い て  
 

問 い 合 わ せの電 話 の増加 な ど応募 者 数も徐 々 に増え て おり、 関 心を持  

つ 市 民 も 増えて い るとこ ろ です。  

 今 後 も 医 療機 関 等と連 携 しなが ら 、広報 ひ ろさき へ の掲載 や 、各公 共 施

設に配 布 し、周 知 徹底し て いく予 定 です。  

 

担当：健康づくり推進課  健康管理係 主事 坪田  美紀 内線  ４５２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４ 
国土強靭化基本法に基づく自然災害等への速やかな対応につい

て 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市においては、国土強靭化基本法に基づく国土強靭化地域計画を策定していた

だき、自然災害（ゲリラ豪雨・豪雪・地震・活火山）等の防災・減災への速やかな対

応を要望いたします。  

 

                                                経営戦略部 防災安全課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

平 成 25.12. 1 1  「 国 土 強 靭 化基本 法 」の公 布 ・施行  

平 成 26.06. 0 3  「 国 土 強 靭 化基本 計 画」の 策 定  

平 成 26.06. 0 3   地 方 公 共 団体に お ける地 域 強靭化 計 画策定 の ための  

       「 国 土 強 靭 化地域 計 画策定 ガ イドラ イ ン」の 策 定  

 

○ 計 画 策 定に取 り 組んで い る地方 公 共団体 数 （予定 含 む）  

  ２ ６ 都 道 府 県 、９市 区 町（計 ３ ５団体 ）  

  （ う ち 国 の モ デル団 体  １ ３ 道 県、９ 市 区町）  

  

今
後
の
処
理
方
針 

モ デ ル 団 体等の 策 定状況 や 結果等 を 踏まえ 、 当市に お ける策 定 の必要 性

などを 今 後検討 し ていき ま す。  

担当：防災安全課 防災担当 主幹 今井  郁夫 内線２６７  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ５ 冬季間における快適な生活と安定した交通の確保について 

要

望

事

項

の

内

容  

冬季間における快適な生活と安定した交通を確保するため、下記の雪対策強化につ

いて要望いたします。  
①主要交差点の除雪の排雪化  
②敷地の雪を外に出さない市民運動の更なる推進  
③２５年度実施の追従除雪モデル事業の更なる拡充  
④市民や除雪業者が除雪時に利用できる空き地確保  
⑤一般道や歩道の除排雪の強化  

 

                                             建設部 道路維持課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

①  交通量 の 多い交 差 点の雪 山 は、通行 する自 動 車、歩行 者とも に 事故の
発生要 因 となる こ とから 、冬道の 安 全確保 の ため 、的 確な時 期 に排雪

するこ と として お ります 。  

 

②  円滑な 道 路除雪 を 実施す る ため 、市 民への モ ラル向 上 の啓発 を 行って
おりま す 。  

 

③  追従除 雪 とは 、除 雪ドー ザ による 早 朝除雪 作 業と同 時 にロー タ リ除雪
車を追 従 させる こ とによ り 、住 宅の 間口へ の 寄せ雪 の 軽減 、通 学路や

ボトル ネ ック箇 所 、雪 置き 場への ア クセス 道 路等の 道 路幅員 確 保を目

的に平 成 ２５年 度 より試 験 的に実 施 してお り 、約 ２９ ０㎞行 っ ており

ます。  

 

④  平成２ ３ ，２４ 年 度の２ 年 続けて の 豪雪に よ り、市 民 から「 除 雪して
も雪を 寄 せる場 所 がない 」 との要 望 ・苦情 が あった こ とから 、 平成  

２ ５ 年 度 から町 会 雪置場 事 業とし て 試験的 に 住宅地 の 空き地 を 地域

の雪置 き 場とし て 利用を 図 ってお り 、９ 町会 、１ ７箇 所で行 っ ており

ます。  

 

⑤  冬期間 の 円滑な 交 通の確 保 及び通 学 路など 安 全で安 心 な歩行 空 間の
確保に 努 めてお り ます。  

今
後
の
処
理
方
針 

①  交差点 排 雪につ い ては 、雪 山の高 さ が概ね ２ ００ cmに 達 し た と きに実
施して き ました が 、早 めの 交差点 排 雪と凍 上 抑制剤 に よる路 面 の凍結

防止に 努 めてま い ります 。  

 

②  円滑な 道 路除雪 の 妨げと な る道路 へ の雪だ し や路上 駐 車、溢水 の原因
となる 水 路への 投 雪など の 迷惑行 為 の防止 に ついて は 、町 会へ の除雪

説明会 、 市の広 報 やホー ム ページ に 掲載し 啓 発に努 め ており ま す。  
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今
後
の
処
理
方
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③  平成２ ５ 年度の 試 験結果 よ り、市民 から「う ちの前 の 道路で も 実施し
てほし い 」と いう 声を頂 く など 、好 評であ っ たこと か ら今後 と も追従

除雪の 拡 充に努 め てまい り ます。  

な お 、平 成２６ 年 度では 、延長約 ６ ００㎞ と 平成２ ５ 年度の 約 ２倍以

上の延 長 を計画 し ており ま す。  

 

④  町会雪 置 き場事 業 を実施 し ており 、その結 果 を踏ま え 、今 後も 効果的
な除排 雪 作業に つ なげて ま いりた い と考え て おりま す 。  

ま た 、平 成２６ 年 度で新 た な取り 組 みとし て 除雪業 者 により 住 宅地の

空き地 を 雪置き 場 として 借 受け 、排 雪作業 の 効率ア ッ プを図 っ てまい

ります 。  

 

⑤  一般道 や 歩道の 除 排雪作 業 の強化 に ついて は 、追 従除 雪の拡 充 による
道路幅 員 の確保 、運搬排 雪 作業の 効 率化を 図 るため 、雨水貯 留 施設や

住宅地 の 空き地 な どの活 用 を推進 す るとと も にパト ロ ールの 強 化を

図り、 一 般道や 歩 道の適 切 な時期 の 除排雪 作 業に努 め てまい り ます 。

また 、平 成２６ 年 度で新 た な取り 組 みとし て 間口除 雪 軽減事 業 を実施

してお り 、今 後の 効果的 な 除排雪 作 業につ な げてま い りたい と 考えて

おりま す 。  

 

担当：道路維持課 課長補佐 藤田  浩幸 内線 ４５１  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ６ 市街化調整区域の柔軟な対応について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市においては、一戸建て住宅緩和区域の見直しが次回は平成３１年を予定して

おります。次回の見直しまで期間はありますが、住宅取得促進に資するため、今後と

も区域の拡充といった柔軟な対応をしていただきますよう要望いたします。  
あわせて、事業用地としても活用できないか検討いただきますよう要望いたしま

す。  

 

                                                  建設部 建築指導課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

弘 前 市 は 、 無秩 序 な市街 化 を防止 し 計画的 な 市街化 を 図るた め 、都市 計

画区域 を 市街化 区 域と市 街 化調整 区 域に区 別 してお り ます。  

計 画 的 に 市街化 を 促進で き る市街 化 区域に 対 し、市 街 化調整 区 域は、 原

則、市 街 化を抑 制 すべき 区 域であ り 、農家 住 宅や農 業 関連施 設 もしく は 、

公益上 必 要な施 設 以外は 都 市計画 法 で建築 が 制限さ れ ており ま す。  

こ う し た 中、市 街 化調整 区 域にあ る 既存集 落 の中に は 、近年 の 人口減 少

・少子 高 齢化の 進 行など も 影響し 、 集落の 活 性化や コ ミュニ テ ィの維 持 が

難しく な ってき て いると こ ろもあ り ます。  

そ こ で 、 誰でも 「 一戸建 て の住宅 」 を建築 で きるよ う 開発許 可 の要件 を

緩和し た 区域を 指 定し、 子 育て世 代 など集 落 外から の 新たな 定 住を促 す こ

とによ り 、集落 の 維持・ 活 性化に 繋 げたい と 考えて お ります 。  

青 森 県 都 市計画 法 施行条 例 等の運 用 指針に お いて、 指 定でき る 区域と し

ては、 お おむね ５ ０戸以 上 連たん し ている 区 域とし 、 また、 指 定でき な い

区域と し ては、 溢 水、渇 水 による 災 害の発 生 のおそ れ がある 区 域、優 良 な

集団農 地 その他 長 期にわ た り農用 地 として 保 全すべ き 区域及 び 土砂の 流 出

を防備 す るため 保 全すべ き 区域等 と してい ま す。  

ま た 、 許 容でき る 用途に つ いては 住 宅に限 定 されて い ること か ら、事 業

用地へ の 対応は 困 難と考 え ており ま す。  

 

○ 緩 和 区 域指定 実 績（平 成 ２６年 現 在）  

・ 旧 弘 前 地区    ６ １ 集 落  面 積 Ａ ＝約 １ ，０４ ５ ha 

・ 旧 岩 木 地区    １ ９ 集 落  面 積 Ａ ＝約   ３ ２ １ ha 

今
後
の
処
理
方
針 

指 定 区 域 の見直 し につい て は、概 ね ５年毎 に 行われ る 都市計 画 基礎調 査

の結果 を 踏まえ 、 土地利 用 状況等 を 調査の 上 、行う こ ととし て おり、 次 回

は平成 ３ １年度 を 予定し て います 。 ただし 、 予定期 間 内で、 現 在行わ れ て

いる農 振 農用地 区 域の見 直 し確定 後 には、 再 度見直 し を行う こ ととし て い

ます。  

担当：建築指導課 開発指導係 係長 笹  広人 内線４４５  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ７ 弘前型スマートシティ構想の構築について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市が推進しているスマートシティ構想は、対象とする分野が都市機能・インフ

ラのあらゆる範囲に及んでおります。国のｅ－ｊａｐａｎ戦略の一環として、アクセ

スライン、ハードウェア、アプリケーション、コンテンツと整備が進められています

が、下記①～③の取り組みについて調査研究し、弘前型スマートシティ構想にＩＣＴ

を活用したまちづくりマスタープランとして盛り込んでいただき、弘前型スマートシ

ティ構想の構築を要望いたします。  
①アクセスラインの整備  
 ＩＣＴを活用した弘前市の産業・道路交通・行政サービス・教育・医療・福祉・

観光振興（無料ＷＩＦＩインフラ）を促進するために、いかなる状況であっても

都市機能を継続して提供できる信頼性の高い情報インフラのさらなる整備促進。

②教育分野における積極的活用  
 小中学校の教育現場における、ＩＣＴの正しい使い方、利便性、危険性等あらゆ

る側面から、教員向け、保護者向け、生徒向けにそれぞれの手法で普及啓発活動

を展開し、弘前型スマートシティ構想に沿った短中長期の教育分野の取り組みの

さらなる実施。  
③文化のアーカイブ化・情報発信を活用したまちづくり推進のためのコンテンツ開

発  
 地域史・農業・伝統工芸・人物史等あらゆる地域資源をアーカイブし、ＧＰＳと

連動させたタイムナビゲーションを構築し、教育分野・観光・産業・統計で誰も

が利用できるよう情報共有し、地域の産業構造を常に検証し発展させるためのさ

らなる取組み。  
 

                                           都市環境部 スマートシティ推進室  
財務部 情報システム課  
教育委員会 学校指導課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 
弘前型スマートシティ構想では、当市が抱える「雪」などの様々な課題を解消し、

市民の生活の質を高めていくことが市の持続的発展に不可欠であることから、豊かな

地域資源とＩＣＴ、再生可能エネルギーを活用した、雪国における「安心で快適なま

ち」の実現を目指しております。  
そのため、「くらし」、「エネルギー」、「ＩＣＴ」の大きな３つのカテゴリーに分け

た、８つのプロジェクトにより、確実かつ効率的に弘前型スマートシティ構築を推進

していくこととしております。  
 
①アクセスラインの整備  
ＩＣＴを活用した地域情報の共有等により、住民サービスの一元化や医療情報の

共有、災害時の通信手段の確保など、住民の利便性と安心を向上させるサービス提

供が可能となることから、市では、弘前型スマートシティ推進協議会ＩＣＴ関連部

会において、民間事業者等と情報共有や意見交換を行いながら、ＩＣＴ関連プロジ

ェクトに取り組んでおります。  
また、平成２３年度から公共施設等への公衆無線ＬＡＮを整備しているほか、平

成２４年度には光ブロードバンドサービスのエリア拡大要望を行い、平成２５年度

に実現しております。  
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経 
 
 

緯 

○弘前市公衆無線ＬＡＮ  
   平成２３年度 弘前公園、緑の相談所、武徳殿、市民会館、観光館、文化セン

ターの６か所に整備し、平成２４年４月２３日供用開始  
   平成２４年度 ＪＲ弘前駅の観光案内所、まちなか情報センター、百石町展示

館、市役所本庁舎、藤田記念庭園、りんご公園の６か所に整備

し、平成２４年８月１日供用開始  
  ○ヒロロスクエア公衆無線ＬＡＮ  

平成２５年度 ヒロロスクエアに公衆無線ＬＡＮを整備し、平成２５年７月２

７日供用開始  
○光ブロードバンドサービスのエリア拡大を要望し、市内ほぼ全域で利用開始  

   平成２５年度 ５月 高杉地区、６月 東目屋地区・船沢地区、９月 裾野地

区、１０月 新和地区  
 
②教育分野における積極的活用  
弘前市教育委員会では、総務省や文部科学省の動きを受けて、次のとおりＩＣＴ

活用教育の推進に取り組んできております。  
○平成１８年度から２２年度まで段階的に、市内全小・中学校のコンピュータ室

の整備や、校務の情報化推進を図りました。  
○平成２４年度には、テレビ授業システムを導入し、学校間の交流学習での活用

や、特別支援教育における中学校通級指導教室での活用、病弱学級と原籍校と

の交流授業などでの活用を通してその効果を検証しております。  
○平成２５年度には、ＩＣＴを活用した授業づくりの推進に向け、市立各中学校

に教師用タブレットコンピュータ、無線接続可能なプロジェクター及び英語デ

ジタル教科書を配備するとともに、タブレット端末及び協働学習システムの導

入（H２５～：文部科学省インクルーシブ教育システム構築モデル事業）によ
り、障がいのある子どもと障がいのない子どもが共に学ぶことができる教育環

境整備のためにモデル地区において、ＩＣＴ機器を活用し、その効果を検証し

ております。  
○平成２６年度は、全市的に授業におけるＩＣＴ活用を推進するため、各小・中

学校１名参加によるＩＣＴ活用教育入門講座を開催いたしました。講座には延

べ８４名の教職員が参加しております。  
○児童生徒によるネットを介したトラブルの未然防止及びその早期発見・早期対

応を図るため、平成２６年度新たに「情報モラル等啓発事業」を立ち上げ、小

・中学校における情報モラル教育や保護者への啓発推進に向けた基盤づくりに

取り組みました。  
 
③文化のアーカイブ化・情報発信を活用したまちづくり推進のためのコンテンツ開

 発  
  弘前型スマートシティ構想では、先祖代々伝わる地域史や農業、伝統工芸などの

知識・情報・技術を、ＩＣＴの活用によりアーカイブ化し、誰もが利用できるよう

な環境を整備するとともに、その情報をツールとして次世代層育成を推進していく

「ＩＣＴによる『地域の知と智』活用・創成プロジェクト」を掲げております。  
  ○平成２５年度 統合型ＧＩＳ（地理情報システム）・公開型ＧＩＳを構築  
  ○平成２６年度 公開型ＧＩＳのデータ整備に取り組み、平成２６年１０月に市

が保有する地図情報を「ひろさき便利まっぷ」で住民に公開  
  ○地域の情報や資料のアーカイブ化については、その手段や運用方法等について

検討を進めております。  
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今
後
の
処
理
方
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市では、弘前型スマートシティ構想に基づき、「ＩＣＴ」をはじめとする各プロジ

ェクトに着手しながら、スマートシティの実現に向けて取り組んでいるところであり

ます。  
 
①アクセスラインの整備  
ＩＣＴの活用による住民の利便性と安心を向上させるサービス提供については、

災害時の停電や設備の損壊などの事態を想定し、行政サービスが停止することのな

いよう、持続可能なシステムの構築が必要と考えております。  
このことは、市単独での検討はもとより、制度面や技術面等を勘案した場合、国

や民間事業者、大学等の研究機関との連携・協力が不可欠であり、既に国等におい

ては制度設計や実証事業、技術開発等に取り組んでいるところであります。  
市といたしましても、弘前型スマートシティ推進協議会などを活用し、知識やノ

ウハウを持った民間事業者等と連携するとともに、国や関係機関の動向を注視しな

がら、今後も調査検討を行ってまいりたいと考えております。  
なお、平成２７年４月からは、行政サービスの基幹となる情報システムを、庁外

にある耐震性に優れ、停電対策もとられているデータセンターに置く「自治体クラ

ウド」を開始予定で、災害時等における業務の継続性を図っていくこととしており

ます。  
また、Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備については、今後、民間の通信事業者が提供するＷ

ｉ－Ｆｉサービスを利用し、貴会議所のご協力を得ながら民間事業者との協働によ

り整備促進を図ってまいりたいと考えております。  
 
②教育分野における積極的活用  
今後の教育の情報化推進に向けては、小・中学校教員１０名を研究委員に委嘱し、

情報モラル、タブレット端末やテレビ授業システムの活用法などについての研究を

進めていくほか、平成２５年６月に閣議決定された第２期教育振興基本計画に掲げ

られているＩＣＴの活用研究を踏まえ、市内にモデル校を設置しながら、弘前式Ｉ

ＣＴ活用教育「個と集団が生きる授業」の実践研究を行うなど、ＩＣＴの積極的な

活用を図ってまいります。  
 
③文化のアーカイブ化・情報発信を活用したまちづくり推進のためのコンテンツ開

 発  
地域史や農業、伝統工芸などの知識・情報・技術を収集・整理していくためには、

アーカイブ環境の整備が必要となります。  
市では、新たな住民サービスの提供や産業・雇用の創出につなげるために、自治

体や民間企業等が所有するビッグデータ・オープンデータの活用を図るため、産学

金官での共同研究を推進し、そのデータに基づく新たな地域経営の手法を検討して

導入を進めることとしております。  
この取組みの中で、アーカイブ化をはじめ、誰もが公共データを利用できるよう、

システムの構築や運用方法など、情報共有のための環境整備を図ってまいりたいと

考えております。  
また、ＧＩＳ関連では、今後も「ひろさき便利まっぷ」に掲載する地図を順次追

加するなど、地図情報の充実に努めてまいります。 

担当：スマートシティ推進室  室長補佐  西谷  慎吾  内線 ９３０  
   情報システム課     課長補佐  工藤   浩  内線 ４３７  
   学校指導課       課長補佐  高木  隆雄  内線 ７３９  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ８ 弘前ならではの景観や歴史的な建造物の有効活用等について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前ならではの景観や歴史的な建造物は、地域の魅力を形成する重要な要素である

ため、下記について検討いただきますよう要望いたします。  
①赤レンガ倉庫と弘南電鉄大鰐線の有効活用  
 赤レンガ倉庫と吉野町緑地を、美術館と賑わい施設として整備し、また弘南電鉄

大鰐線をひとつの美術館として整備（電車の車窓からしか見えない壁画や彫刻作

品、駅舎を利用した展示スペースやレストランなどの整備）することによる相乗

効果策の検討。  
②弘前駅前再開発完成後の全体図の公開。（市広報などで周知を図るなど）  
③岩木山を見渡すことができる景観の保護。  

                                 
都市環境部 都市政策課  

 都市環境部 ひろさき魅力プロデュース室  
都市環境部 区画整理課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

①  赤レンガ倉庫は、現在、吉井酒造株式会社により所有・管理されている民間

所有の建物であります。市の中心部にあり、また、倉庫の前には、弘前市出身

の現代美術家・奈良美智の展覧会を記念してつくられたメモリアルドッグが立

っているなど、市を代表するランドマークとなっております。今年度に入り、

市民有志によるワークショップの開催、観光コンベンション協会による倉庫の

利活用に係る要望等が行われており、市としても、活用方法の検討に着手した

ところです。  
弘南鉄 道 大鰐線 の 利活用 に ついて は 、協議 ・ 検討の た め、昨 年 度、

弘南鉄 道 大鰐線 存 続戦略 協 議会を 設 置して お り、短 期 的な利 用 促進施

策のほ か 、中・ 長 期的な 取 り組み と して駅 舎 の活用 等 につい て も協議

を行い ま した。  

②  JR弘 前 駅 前 地 区を市 の 表玄関 に ふさわ し い街と し て、将 来 の都市 機

能に対 応 できる よ う各種 都 市施設 を 面的に 整 備し、 商 住環境 の 改善と

商業等 の 活性化 を 図るた め 、昭和 ４ ３年に 駅 周辺約 86.7haを 対 象 と し

た「弘 前 駅前整 備 計画」 を 策定し ま した。  

こ れ に 基 づき、 駅 西方の 既 成市街 地 におい て 、公共 施 設の整 備 改善

と宅地 の 利用増 進 を目的 に した土 地 区画整 理 事業を 進 めてい る ところ

であり 、 これま で 第 1期 事 業 とし て 「駅前 南 地区」 、 第 2期 事 業 とし て

「駅前 地 区」の 整 備を進 め てきま し た。  

そ し て 、 現在第 ３ 期事業 と して「 弘 前駅前 北 地区」 約 11.2haを 平 成

１ ６年 度 から平 成 ２９年 度 の完了 を 目指し 、 事業を 実 施して い るとこ

ろです 。  

③  弘 前 市 で は 、 平成２ ４ 年６月 に 景観条 例 を施行 し 、景観 計 画に基 づ

いて市 街 地だけ で なく、 自 然景観 に 対して も 取り組 ん でおり ま す。  

景 観 計 画 では平 成 ２２年 ２ 月に実 施 した「 景 観に関 す る市民 ア ンケ

ート」 や 「私の 好 きな・ 大 切にし た い弘前 の 風景募 集 」を基 に 、市内

３３か 所 からの 岩 木山の 眺 めを「 大 切にし た い眺め 」 として 保 全措置

を講じ て いるほ か 、弘前 城 本丸・ 城 西大橋 か らの岩 木 山の眺 め を眺望

景観保 全 地区と し て定め 、 視点場 （ 本丸・ 城 西大橋 ） からの 眺 望を確

保でき る よう建 築 物等の 高 さ制限 を 設けて い ます。  
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今
後
の
処
理
方
針 

①  今 年 度 、 弘 南 鉄道大 鰐 線存続 戦 略協議 会 でとり ま とめた 大 鰐線存 続

の支援 ス キーム に は、サ ー ビス改 善 等の利 用 促進施 策 のほか 、 駅舎や

地域資 源 の活用 に よる取 り 組みも 今 後展開 し ていく こ ととし て おりま

す。  
また、赤レンガ倉庫と吉野町緑地周辺を賑わいの拠点とするために、官民連携

による整備及び管理・運営について、検討を進めていることから、大鰐線 の 美

術館的 な 利用を 含 めて美 術 館と賑 わ い施設 と しての 実 現の可 能 性につ

いて検 討 してま い りたい と 考えて お ります 。  

②  「 弘 前 駅 前 整 備計画 」 の全体 図 につい て はパン フ レット 等 により 公

開して お ります が 、今後 は 市の広 報 紙やホ ー ムペー ジ に掲載 す るなど 、

さらに 周 知に努 め てまい り ます。  

ま た 、整 備完成 後 の全体 イ メージ に ついて も 、完成 予 想図（ パ ース）

等によ る 公開を 検 討して ま いりま す 。  

③  本 丸 ・ 城 西 大 橋以外 の 場所か ら の岩木 山 の眺望 に ついて は 、住民 意

識の醸 成 の度合 い を見な が ら、重 点 的な取 組 が必要 と 判断さ れ た場合

は追加 を 検討し て いくこ と となり ま す。  

担当：都市政策課  計画係    係長   中村  洋幸 内線５３６  
ひろさき魅力プロデュース室 主査   工藤  貴義 内線９５７  
区画整理課         課長補佐 佐藤  範雅 内線４４０  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ９ 空き家対策について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市の健全な発展と秩序ある整備を図るために下記の空き家対策を要望いたし

ます。  
①空屋バンクの設置や借り上げ住宅化の検討。  
②豪雪等で半壊している危険な空屋の所有者に対して、解体を促す勧告や所有者が

経済的理由等でできない場合の解体費用補助等による危険回避の優先。  

 

                                                  建設部 建築指導課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

少 子 高 齢 化 や人 口 減少、 ラ イフス タ イルの 変 化など に 伴い、 空 き家の 増

加が問 題 となっ て おりま す 。空き 家 が増加 す ること は 、防災 ・ 防犯・ 生 活

環境の 面 におい て 様々な 影 響を及 ぼ すこと に なりま す 。  

市 で は 、 平成２ ６ 年度に 「 弘前市 空 き家等 の 活用、 適 正管理 等 に関す る

条例」 を 制定し て います が 、この 条 例では 、 単に空 き 家の適 正 管理を 促 す

だけで な く、利 用 可能な 空 き家等 に ついて は その有 効 活用に つ いても 規 定

してい ま す。  

① に つ い て、空 き 家バン ク の必要 性 を認識 し ている こ とから 、 設置等 に

向けて 検 討して ま いりま す 。また 、 借り上 げ 住宅化 に ついて は 必要性 も 含

め、今 後 の検討 課 題とな り ます。  

② に つ い て、「 弘 前市空 き 家等の 活 用、適 正 管理等 に 関する 条 例」の 規

定によ り 適正管 理 を促し て まいり ま す。ま た 、解体 な どの助 成 制度に 対 し

ては、 公 平性、 公 金支出 に 対する 市 民の理 解 、管理 責 任の放 棄 等の問 題 か

ら慎重 に 検討す る 必要が あ ると考 え ており ま す。た だ し、所 有 者が生 活 弱

者や経 済 的理由 等 で解体 で きない 場 合など に おいて は 、一定 の 基準を 定 め

助成す る ことも 必 要であ る と考え て おりま す 。  

今
後
の
処
理
方
針 

空 き 家 バ ンクの 早 期設置 を 目指し ま す。  

解 体 等 の 助成制 度 を検討 し ます。  

担当：建築指導課 開発指導係 係長 笹  広人 内線４４５  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １０ 弘前市の生活環境の向上や交通安全について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市の生活環境の向上や交通安全のため、下記について要望いたします。  
①北和徳工業団地付近の通勤路（向外瀬字豊田 六花酒造～弘前航空電子へ抜ける

道路）における歩道の確保。（現在、通勤・通学路の緊急合同点検により対策が

必要となった路線や歩行者の多い路線で計画的に整備を実施しているが、北和徳

工業団地付近の整備については計画に組み込まれていないため）  
②弘南鉄道大鰐線存続に向けた検討について  
 弘南鉄道大鰐線については、存続に向けてあらゆる可能性を排除せず検討し、ス

ピード感を持って支援していただきますよう要望いたします。  
  あわせて、同鉄道支援の大きなポイントとなる都市計画道路３・４・６号山道

町樋の口町線事業について、中心市街地活性化の観点からも、早期着工も要望い

たします。  
③さくらまつり期間の弘前公園周辺の慢性的な渋滞を緩和すべく、下記の検討を要

望いたします。  
（１）シャトルバスの発着所の増設。  
（２）まつり期間中の公園周辺道路へのマイカー進入制限に関する啓発活動。（公

共交通機関の利用を広報等で周知する）  
④幹線道路に交差する交通量の極端に少ない信号機交差点の実態調査対応策（赤信

号点滅もしくは感応式信号機への切り替え）の実施。（例：土手町スクランブル

交差点の信号機・土手町に交差する瓦ヶ町からの信号機）  
⑤排雪トラックが原因で慢性的な渋滞がおきている冬期間の堀越周辺の信号機の

調整や、一方通行、雪置場出口の増設、開場時間の調整といった渋滞緩和策の実

施。  
 

                                                都市環境部 都市政策課  
建設部 建設政策課  
建設部 道路維持課  

 

市の処理方針 

経 
 

緯 

①歩道の整備については、児童・生徒の通学時の安全向上を図るために通学路

や住宅が密集している路線を優先的に整備しております。 

 

② 平 成 ２ ５ 年 ６ 月 に あ っ た 弘 南 鉄 道 社 長 の 廃 止 発 言 を 受 け て 、 同 年 ８ 月

に 弘 南 鉄 道 大 鰐 線 の 存 続 に 向 け た 協 議 を 行 う た め 、 弘 南 鉄 道 大 鰐 線 存

続 戦 略 協 議 会 を 設 置 し 、 平 成 ２ ５ 年 度 で は 書 面 協 議 も 含 め て ５ 回 の 協

議 会 を 開 催 し ま し た 。 平 成 ２ ６ 年 度 で は 、 こ れ ま で ２ 回 の 協 議 会 を 開

催 し 、 弘 南 鉄 道 へ 平 成 ２ ７ 年 度 の 利 用 促 進 施 策 の 案 を 提 示 し 、 大 鰐 線

の存続 に 向けた 協 議を継 続 して行 っ ており ま す。  

都 市 計 画 道 路 ３ ・ ４ ・ ６ 号 山道町樋の口町線を 整 備 す る に あ た り 、 弘

南 鉄 道 大 鰐 線 中 央 弘 前 駅 と 一 体 的 活 用 を 進 め る た め 、 平 成 ２ ５ 年度

は 、 駅 前 広 場 周 辺 地 域 活 性 化 基 本 構 想 検 討 委 員 会 を 設 置 し 、 利 活用

について基本構想を策定しました。  
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経 
 
 

緯 

平成２６年度は、基本構想案をもとに、中央弘前駅前広場の交通処理や玄

関口としての顔づくりの整備方針をまとめ、今後の実施設計に向けた駅前広

場基本計画を策定しています。  
また、駅前広場の基本計画と合わせた道路設計とするため、道 路 幅 員 等 の

現地調査を行い、道路詳細設計を実施しています。  

 

③ （ １ ） さ く ら ま つ り 期 間 中 、 市 で は 自 動 車 交 通 の 渋 滞 緩 和 策 と し て 、

堀越雪 置 き場か ら のシャ ト ルバス 運 行のほ か 、平成 ２ ４年度 、 平成  

２ ５ 年 度 は 郊 外 の 臨 時 駐 車 場 を 活 用 し た 社 会 実 験 を 実 施 し 、 平 成 ２ ６

年 度 は 両 者 を 統 合 し 、 堀 越 ～ 弘 前 中 央 青 果 ～ さ く ら 野 弘 前 店 ～ 南 瓦 ヶ

町 と シ ャ ト ル バ ス を 運 行 す る 中 心 市 街 地 誘 導 型 パ ー ク ア ン ド ラ イ ド 事

業を実 施 しまし た 。  

 （ ２ ）さくらまつり中の弘前公園周辺を含む市内中心部への車両の流入を減

少させるため、岩木川河川敷に無料駐車場を設置し、誘導看板を設置する、

高速道路料金所やコンビニエンスストアなどで交通案内図を配布し、市内中

心部に進入させることなく、無料駐車場に車両を誘導しています。 

また、交通案内図に駐車場情報を掲載するとともに、公園周辺道路の渋滞が

予想されるため、ＪＲ弘前駅付近の駐車場及び弘南鉄道大鰐線の利用を働き

掛ける記載もしております。 

 

④信号機の制御方式の変更については、交通渋滞の頻度や事故の発生状況を考

慮して、交通管理者である青森県警が実施しております。 

 

⑤ 雪 置 き 場にお け る排雪 ト ラック の 慢性的 な 渋滞に つ いては 、 平成２ ５

年度に 試 験的に 実 施して い る、早 朝 に行う 除 雪ドー ザ 等によ る 一般除

雪にロ ー タリ除 雪 車を追 従 させる 方 式を導 入 し、雪 置 き場ま で のアク

セス道 路 などの 道 路幅員 の 確保に 努 めてお り ます。  

ま た 、 平 成２５ 年 度冬期 間 の安全 な 道路交 通 の確保 を 図るた め 、国・

県市で 連 携体制 を 強化し 、 効率的 な 除排雪 を 実施す る ことを 目 的とし

た「弘 前 地区道 路 除排雪 協 議会」 を 設立、 こ の中で 除 排雪作 業 の連携

を図っ て いくこ と として お ります 。  

今

後

の

処

理

方

針 
① 近 年 、 全国的 に 通学時 に おける 重 大な交 通 事故が 多 発して い ること か

ら、平 成 ２４年 に 実施し た 「通学 路 の緊急 合 同点検 」 により 確 認され

た危険 箇 所の解 消 のため 、 整備計 画 を作成 し て歩道 整 備を進 め ており

ます。 要 望路線 に ついて は 、現計 画 での整 備 計画は あ りませ ん が、交

通量の 増 加や沿 線 に老人 医 療施設 や 学校施 設 等が存 在 してい る ため、

歩道整 備 の必要 性 は認識 し ており ま すので 、 通学路 の 危険箇 所 が解消

された 後 、新た な 整備計 画 を作成 す る時点 で 整備手 法 を含め て 検討し

てまい り たいと 考 えてお り ます。  

 

 ② 平 成 ２ ７年 １ 月１６ 日 に開催 さ れた平 成 ２６年 度 第２回 弘 南鉄道 大 鰐

線存続 戦 略協議 会 では、 平 成２７ 年 度に実 施 予定の 利 用促進 施 策の案

を提示 し たとこ ろ 、弘南 鉄 道より 存 続に向 け 会社も 取 り組ん で 行きた

い旨の 発 言があ り ました 。このた め 、平成２７年度以降は、弘南鉄道

大鰐線の存続及び中心市街地の活性化につながるよう、都市計画道

路３・４・６号山道町樋の口町線の道路整備を進めるとともに、弘

南鉄道と連携してモビリティ・マネジメントなどのソフト事業も実

施してまいりたいと考えております。  
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③（１ ） 自動車 交 通の渋 滞 緩和だ け でなく 、 弘前公 園 来場者 を 中心市 街

地の街 歩 きに誘 導 し、中 心 商店街 の 賑わい の 創出に も つなげ た いと考

えてお り ますが 、 中心部 で ある土 手 町周辺 で バスの 乗 降、転 回 に支障

のない 場 所が限 ら れてい る ことか ら 増設は 考 えてお り ません 。  

 （ ２ ） 公 園 周 辺 の 慢 性 的 な 渋 滞 を 解 消 す る た め 、 引 き 続 き 、 駐 車 場 情

報も掲 載 した交通案内図の配布や、誘導看板の設置などにより市内中心部に

進入させることなく無料駐車場に車両を誘導するとともに、ＪＲ弘前駅付近

の駐車場及び弘南鉄道大鰐線等の公共交通機関の利用の働き掛けも行って参

りたいと考えております。 

 

 ④ 今 回 、 要望 の あった 交 差点の 制 御方式 の 変更に つ いては 、 弘前郵 便 局

から中 土 手町ま で 都市計 画 街路が 延 伸され た 際、付 近 の代官 町 や土手

町交差 点 等の大 き な４つ の 交差点 と 連動す る 制御方 式 となっ て おり、

制御方 式 の変更 は 現時点 で は困難 と 考えて お ります 。  

 

⑤ 平 成 ２ ５年度 に 試験的 に 実施し た 追従除 雪 による 道 路幅の 確 保や間 口

の寄せ 雪 軽減で 好 評を得 た ことか ら 、この 結 果を踏 ま え、今 後 とも雪

置き場 ま でのア ク セス道 路 などに お いて、 追 従除雪 作 業の拡 充 を図っ

てまい り ます。  

な お 、 平 成２６ 年 度の追 従 除雪計 画 延長は 、 平成２ ５ 年度の 約 ２倍以

上とな る 約６０ ０ ㎞を計 画 してお り ます。  

ま た 、 国 ・県・ 市 で設立 し た「弘 前 地区道 路 除排雪 協 議会」 の 中で除

排雪作 業 の連携 を 図るこ と が交通 渋 滞など の 解消に つ ながる も のと考

えてお り ます。  

 

担当：都市政策課交通政策推進室 総括主査  若松  義人 内線３５８  
   都市政策課管理事業係   主幹兼係長 田中  知己 内線４４６  
   都市政策課計画係     主幹兼係長 中村  洋幸 内線５３６  
   建設政策課改良係     主幹兼係長 本間  嘉章 内線４１３  
   道路維持課        課長補佐  藤田  浩幸 内線４５１  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １１ カラス・害虫被害対策について 

要

望

事

項

の

内

容  

市民生活の快適性を脅かし、また観光都市としての名声を汚すことのないよう、カ

ラス被害の防止とそのふん害による清掃対策・駆除対策の強化徹底や害虫発生情報の

発信強化を要望いたします。  

 

                                         都市環境部 環境管理課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

【 カ ラ ス 対 策】  

 ごみ集積所における生ごみの食い荒らしを防止することを目的に、ごみ集積所を管

理する町会への黄色防鳥ネットの配付、また平成２５年度より町会のごみ集積ボック

ス設置・更新にかかる費用の一部補助制度を開始したことにより、ごみ集積ボックス

の設置箇所が増加したため、被害は減少しているものと思っております。  
 道路等への糞害については、テグス設置等の停留対策を実施している地域は被害が

なくなったものの、未対策地域は依然として糞害が見受けられているのが現状です。

このような地域には、市から提供したデッキブラシにより自主的に清掃をしてもら

う、または道路上の糞については道路管理部署が清掃することで対応しております。

 こ の ほ か、根 本 的なカ ラ スの市 街 地への 停 留対策 と して、 こ れまで 光 に

よる追 い 払い、 高 層建物 屋 上への テ グス設 置 にかか る 労務補 助 等を実 施 し

てきま し たが、 市 街地を ね ぐらと す る個体 数 の減少 は 見られ な いため 、 平

成２４ 年 度から 、 個体数 調 整を目 的 とした 、 箱わな ２ 基によ る 捕獲業 務 を

開始し て おりま す 。この 捕 獲体制 を 強化す る ため、 平 成２５ 年 度に１ 基 、

２６年 度 に３基 増 設し、 現 在６基 体 制で捕 獲 を実施 し ており ま す。  

 

【 害 虫 対 策】  

 市 内 一 円 に樹 木 の食害 を 引き起 こ す「ア メ リカシ ロ ヒトリ 」 は発生 後 の

早期駆 除 が求め ら れます が 、平成 ２ ６年度 は 、町会 連 合会の 防 除用薬 剤 購

入費補 助 事業に 対 する補 助 や、町 会 に対し 、 薬剤散 布 用の動 力 噴霧機 無 償

貸出を 実 施して お ります 。  

ま た 、 町 会に対 し 発生情 報 につい て エリア 担 当職員 を 経由し 提 供して い

るほか 、 国・県 等 関係機 関 に対し て も早期 対 策を求 め るなど 、 被害の 拡 散

防止に 努 めてお り ます。  
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【 カ ラ ス 対策】  

 捕 獲 や ご み集 積 ボック ス 設置費 補 助等の 対 策を継 続 すると と もに、 停 留

対策と し てカラ ス が頻繁 に 停留す る 場所（ 電 線など ） の管理 者 に対策 へ の

協力に つ いて依 頼 してい き たいと 思 います 。  

 ま た 、 カ ラス 対 策には 広 域的な 取 組が必 要 と思わ れ ること か ら、近 隣 市

町村と 情 報を共 有 し、連 携 を強化 し ていき た いと考 え ており ま す。  

 さ ら に 、 カラ ス の行動 を 分析し 、 その結 果 を対策 に 役立て る ため、 大 学

等と連 携 し、生 態 調査の 実 施につ い て研究 し ていき た いと考 え ており ま す

。  

 

【 害 虫 対 策】  

 従 来 の 薬 剤費 購 入費補 助 、動力 噴 霧機貸 出 等の支 援 につい て は継続 し て

実施し ま す。  

防 除 に つ いては 、 適期に 、 地域で 一 斉に実 施 するこ と が望ま し いため 、

情報発 信 するに あ たり、 あ る程度 の 発生時 期 の予測 が 必要と な ると考 え ま

す。  

発 生 時 期 と気温 、 降水量 等 との因 果 関係な ど につい て 検証し 、 より確 度

の高い 情 報を提 供 できる よ う、ま た 、発生 状 況につ い ては市 ホ ームペ ー ジ

で公表 で きるよ う 、研究 し ていき た いと考 え ており ま す。  

担当：環境管理課環境保全係 主事 中道  健郎 内線３７３  
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今後の弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １２ 農商工連携と６次産業化に対する支援について 

要

望

事

項

の

内

容  

地元農産物による新商品開発など農商工連携による農産物の高付加価値化と６次

産業化への支援について、下記について要望いたします。  
①地元特産品を積極的に活用するための一次加工体制の仕組みづくり。  
②農商工連携事業や６次産業化による新商品開発・販路開拓への支援。  
③農業者側の取り組みを促進してもらうための農林部と商工振興部の連携による

推進。  
④各種支援制度については、申請スケジュールなど利用する側にとって利用しやす

い制度の構築。  

 

                                              農林部 農業政策課  
商工振興部 産業育成課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

 

2 3 . 2   「 ６ 次 産 業化の た めの囲 炉 裏端座 談 会」を 開 催し、 地 域で６ 次 産

業化に 取 り組ん で いるリ ー ダーや 行 政関係 者 による 取 組みの 現 状、

課題、 今 後の展 開 方法等 に ついて 意 見交換 を 実施。  

23.3  「 ６ 次 産 業化事 業 の推進 に 係る打 合 せ」を 開 催し、 関 係事業 者 及

び関係 機 関・市 町 村によ る 、６次 産 業化関 連 事業の 概 要と同 事 業計

画の内 容 等につ い て打合 せ を実施 。  

23.4～ 農 商 工 連 携 、６次 産 業化を 通 じた食 産 業振興 を 事業化 。 外部専 門 家

による相談・コーディネート事業やセミナーの開催、新商品開発助成、展  
示商談会への出展など、開発・生産・販売、人材育成など多岐にわたる施  
策を展開。  

23 . 6～ 26.10 

 市 内 の 事 業者 が 申請し た 、６次 産 業化に 取 り組む た めの「 総 合化

計画」 １ ３件が 国 から認 定 を受け る （東北 最 多）。  

 

※ 食 産 業 振興事 業 （ H22～ 25年 度 ） 商 品化 実 績  ６ ３ 品 目  

平 成 ２ ６ 年度事 業 内容  

１ ） 食 産 業アド バ イザー 派 遣事業  

２ ） 展 示 商談会 「 こだわ り 食品フ ェ ア２０ １ ５」出 展  

３ ） 食 産 業促進 勉 強会の 開 催  

４ ） 地 域 ブラン ド 戦略セ ミ ナー【 ４ 回開催 】  

５ ） ブ ラ ンド戦 略 塾【３ 回 開催】  

６ ） 中 央 講師に よ る講演 会 【１回 開 催】  
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農 商 工 連 携や６ 次 産業化 の 取組み を 通じて 、 農産物 の 高付加 価 値化と 収

益拡大 を 図るこ と は、競 争 力の高 い 地域産 業 を形成 す る上で 重 要な視 点 あ

ると認 識 してお り 、これ ま で部局 の 垣根を 越 えて各 種 事業を 進 めてき た と

ころで す 。  

 

① の 一 次 加工体 制 の仕組 み づくり に ついて は 、市内 の 生産者 が 一次加 工

機能を も つ工場 を 整備し 、 ピュー レ やプレ ザ ーブな ど の加工 原 料を受 託 製

造する 仕 組みが あ ります 。 ６次産 業 化を目 指 す生産 者 や地元 の 商工事 業 者

を仲介 し ながら 連 携を深 め てまい り たいと 考 えてお り ます。  

 

② の 新 商 品開発 、 販路開 拓 への支 援 につい て は、  

地 元 農 産 物加工 支 援事業 費 補助金 に より、 付 加価値 の 高い商 品 づくり を

進める た め、生 産 者や食 品 事業者 の 商品開 発 及び販 路 開拓の 支 援を行 い ま

す。ま た 、首都 圏 で開催 す る催事 等 に出店 し 、生産 者 や食品 事 業者の 販 路

開拓の 支 援も行 い ます。  

さ ら に は 、農産 物 や加工 品 の販路 開 拓を支 援 するた め 、バイ ヤ ーが多 数

来場す る 「こだ わ り食品 フ ェア」 に 事業者 と 共同出 展 するな ど の取組 み を

すすめ て まいり ま す。  

 

③ 農 林 部 と商工 振 興部の 連 携につ い ては、 相 談事業 に 対する 情 報共有 を

行うほ か 、商工 振 興部事 業 の展示 商 談会に は 生産者 に も出展 し ていた だ く

よう努 め てまい り ます。  

 

 

④ の 各 種 支援制 度 の申請 ス ケジュ ー ルにつ い ては、  

 こ れ ま で の公 募 期間を 設 けた運 用 から、 随 時募集 に 変更す る など、 利 用

者にと っ て使い や すい制 度 変更を 心 がけて ま いりま し た。引 き 続き、 生 産

者や食 品 事業者 に 対して 、 相談・ 商 品開発 及 び販路 拡 大に係 る 様々な 施 策

を行う こ とで、 農 産物の 高 付加価 値 化と収 益 拡大を 図 る取組 み を積極 的 に

進めて ま いりま す 。  

 

 

 

 

担当：農業政策課 農産係    係長   佐藤  宏郁 内線５８５  
産業育成課 産業育成担当 総括主査 笹田  哲文 内線４３３  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １３ りんご産業の推進について 

要

望

事

項

の

内

容  

日本一の生産量を誇る弘前市のりんご産業の推進として下記について要望いたし

ます。  
①農業者の兼業化・高齢化による後継者不足への対策強化。  
②放任園地の有効活用と取得支援。  
③機材等の貸与制度等各種支援制度の拡充。  
④りんごの消費拡大、販売強化に向けてのトップセールス強化。  
⑤輸出推進などの対策強化。  
⑥「アップルパイのまち  弘前」が全国に広く周知されるまでの強力で長期に渡る
宣伝事業の実施。  

⑦アップルパイの更なる高品質化のための研究への支援強化。  

 

                                                農林部 りんご課  
農林部 農業政策課  
農業委員会事務局  
観光振興部 観光政策課  

 

市の処理方針 
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① 農 業 者 の兼業 化 ・高齢 化 による 後 継者不 足 への対 策 強化に つ いて  
農業後 継 者等の 育 成や確 保 につい て は、農 業 者自身 に おかれ ま しても

対策等 は 講じて い ること か と存じ ま すが、 市 では最 も 重要な 課 題であ る

と考え て おりま す 。支援 策 として 、 後継者 に 対して は 、りん ご 生産に 関

する技 術 や農業 経 営に関 す る知識 を 習得さ せ ること に より、 地 域リー ダ

ーを育 成 すると と もに、 り んご生 産 技術等 の 継承を 図 ること を 目的と し

た後継 者 育成事 業 （りん ご 産業基 幹 青年養 成 事業、 り んご剪 定 士養成 事

業、り ん ご病害 虫 マスタ ー 養成事 業 ）を行 っ ており ま す。ま た 、農作 業

員の確 保 につい て は、り ん ご農家 が 新規に 農 作業員 を 雇用す る 場合、 研

修に要 す る期間 の 賃金に 対 する支 援 （農作 業 支援雇 用 対策事 業 ）を行 っ

ており ま す。  

  こ の ほ か 、 国 で は 青 年 の 就 農 意 欲 の 喚 起 と 就 農 後 の 定 着 を 図 る た め 、

平 成 ２ ４ 年 度 よ り 「 新 規 就 農 ・ 経 営 継 承 総 合 支 援 事 業 」 を 実 施 し 、 就 農

前 の 研 修 段 階 の 青 年 就 農 予 定 者 や 経 営 の 不 安 定 な 就 農 初 期 段 階 の 青 年 就

農 者 に 対 し 「 青 年 就 農 給 付 金 」 を 給 付 し て お り 、 市 と し て も 、 こ れ ら の

制 度 を 積 極 的 に 活 用 し な が ら 、 将 来 の 農 業 を 担 う 青 年 就 農 者 の 育 成 ・ 確

保に努 め ている と ころで あ ります 。  
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②放任園地の有効活用と取得支援について  
農地法 で は農地 の 権利を 有 する者 の 責務と し て、効 率 的な利 用 を確保

するよ う 定めら れ ており ま す。  

遊 休 農 地 となっ た 放任園 地 は、農 業 委員会 で は農地 の 権利を 有 する者

に対し 、 利用意 向 調査を 行 い、自 ら 耕作で き ない場 合 には農 地 の維持 管

理の指 導 やあっ せ ん等を 行 うほか 、 所有者 の 依頼に よ り農地 の 売買・ 貸

借情報 の 提供・ 公 開を積 極 的に行 い 、その 解 消に努 め ており ま す。  

ま た 、 公 益社団 法 人あお も り農林 業 支援セ ン ターが 、 県から 農 地中間

管理機 構 の指定 を 受け、 平 成２６ 年 ４月か ら 、農地 の 集積や 集 約化を 図

り、生 産 性を向 上 させる た め、機 構 が農地 を 借り受 け て、意 欲 ある農 業

者へ貸 し 付ける 農 地中間 管 理事業 を 開始し て おりま す 。  

市 で は 、 平成２ ６ 年５月 ３ ０日付 け で機構 と 農地中 間 管理事 業 業務委

託契約 を 締結し 、 農地の 貸 付希望 者 や借受 希 望者か ら の申込 受 付等を 行

ってお り ます。  

 
③機材等の貸与制度等各種支援制度の拡充について  
  農業者が経営規模の拡大や経営の多角化を図っていくためには、農業用機械の整

備等が必要となっております。  
  このため、国では、人・農地プランに中心経営体として位置づけられた農業者が、

融資等により農業用機械等を導入する場合、融資等の残額（自己負担部分）につい

て事業費の３割を上限として補助する「経営体育成支援事業」を行っており、市と

しても、この制度を積極的に活用しながら、意欲的な農業者が行う農業用機械等の

導入を支援しているところであります。  
そのほか、りんごの安定生産、省力化、低コスト化に向けた取り組みを支援し、

生産力の強化を図ることを目的とし、「りんご園等改植事業」・「りんご防除機械

等導入事業」・「果樹共済加入促進対策事業」など、多様な事業を実施し、農業者

支援を行っております。  
 
④りんごの消費拡大、販売強化に向けてのトップセールス強化について  
  りんごの消費拡大のため、平成２３年度から東京・大阪をはじめとした消費地で

「弘前産りんごＰＲキャラバン」を開催しております。平成２３年度全国９エリア

から２６年度までに１１エリアに拡大、併せて全エリアにおいて「弘前アップルウ

ィーク」を実施しております。  
 
⑤輸出推進などの対策強化について  
  原発事故の影響による各国のりんご輸入規制の解除や輸出環境の正常化を、

県を通じ国に働きかけてきました。 

また、果物交流を図っている台湾台南市でのりんごキャンペーンの継続実施、

関係機関（県・青森県農林水産物輸出促進協議会など）と連携しながらの新た

な市場調査、輸出セミナーの開催や支援事業による輸出促進に向けた取組みを

行っています。 
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経 
 

緯 

⑥「アップルパイのまち  弘前」が全国に広く周知されるまでの強力で長期に渡る宣
伝事業の実施について  

  平成２４年度から官民一体となって、まちなかりんごだらけ実行委員会（平

成２６年度からはりんご王国推進会議）を組織し、弘前が誇る「りんご」をＰ

Ｒしております。アップルパイについても、はこだてスイーツフェスタや食と

産業まつりへの出店のほか、大阪をはじめとした各地でのイベントや首都圏の

エージェント訪問では、アップルパイガイドマップを積極的に配布するなど、

あらゆる機会を捉えてＰＲ活動を行っております。また、平成２６年度ではア

ップルパイガイド２万８千部とポスター１千枚をりんご王国とコラボしたもの

にデザインをリニューアルして印刷し、宣伝事業に活用しております。 

 

⑦アップルパイの更なる高品質化のための研究への支援強化について 

  り ん ご な ど 地 元の特 産 品を積 極 的に活 用 する商 工 業者や 、 高付加 価 値

の商品 を 開発す る 農業者 も 増えて き ており 、 市内に お いて農 商 工連携 や

６次産 業 化の気 運 が高ま っ てきて い ること か ら、新 商 品開発 に 対する 助

成や外 部 専門家 に よるア ド バイス を 実施し て おりま す 。  

 

今

後

の

処

理

方

針 

① 農 業 者 の兼業 化 ・高齢 化 による 後 継者不 足 への対 策 強化に つ いて  
引き続 き 国の事 業 を活用 し ながら 、 就農に 係 る負担 軽 減及び 就 農後の

定着が 図 られる よ う給付 事 業等の 支 援策を 講 じ、り ん ご農家 の 育成・ 確

保に努 め てまい り ます。  

 
②放任園地の有効活用と取得支援について  

平 成 ２ ６ 年 度 か ら 始 ま っ た 農 地 中 間 管 理 事 業 に よ る 担 い 手 へ の 農 地 集

積 を 進 め る ほ か 、 遊 休 農 地 の 所 有 者 以 外 に も 利 用 意 向 調 査 を 実 施 し 、 離

農 意 向 の 農 家 に 対 し 、 遊 休 化 す る 前 に 農 地 の あ っ せ ん 等 を 行 う な ど 、 農

地の活 用 促進を 図 ってま い ります 。  

同 時 に 、 引 き 続 い て 農 地 中 間 管 理 事 業 の 周 知 を 図 り 、 農 地 の 貸 付 希 望

者 や 借 受 希 望 者 の 掘 り 起 し を 行 い 、 放 任 園 地 の 有 効 活 用 が 促 さ れ る よ う

努めて ま いりま す 。  

 
③機材等の貸与制度等各種支援制度の拡充について  
  引き続き、国の「経営体育成支援事業」を活用しながら、農業用機械等の導入に

係る農業者の負担軽減を図るよう支援してまいります。  
また、農業者の要望を伺いながら、広くご利用いただけるような支援制度づくり

を心掛け、事業実施に努めてまいります。  
④りんごの消費拡大、販売強化に向けてのトップセールス強化について  
  りんごの消費拡大を目的とした「弘前産りんごＰＲキャラバン」を、継続で実施

していることから、市場・青果会社等との関係強化が図られています。  
  また、市場や店頭でのトップセールスに加え、自治体の首長等を表敬訪問し、弘

前産りんごのＰＲを実施しております。  
 今後も、これまでの取組みをベースとしながら、新聞・テレビ・雑誌・ＷＥＢ

等多様なメディアの活用や、自治体や企業等との交流の機会を捉えて、消費喚起・

販路拡大に努めます。 
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今
後
の
処
理
方
針 

⑤輸出推進などの対策強化について  
輸出の 推 進につ い ては、 青 森りん ご の評価 が 高い台 湾 台南市 と の果物

交流を 継 続する と ともに 、 台南市 を 足掛か り に他の 都 市への 販 路拡大 を

図って ま いりま す 。  

ま た 、 輸 出候補 国 での市 場 調査や 商 談に対 す る支援 に 加え、 新 たに輸

出先の 開 拓や販 売 促進に 係 る支援 策 を増強 し て、り ん ごの輸 出 促進を 図

ってま い ります 。  

 
⑥「アップルパイのまち  弘前」が全国に広く周知されるまでの強力で長期に渡る宣
伝事業の実施について  

  「りんご王国弘前」をコンセプトに、全国各地で開催されるイベントなどでは、

引き続きアップルパイの販売やＰＲを積極的に行うほか、市内観光施設の入館券な

どとセットになったお得なアップルパイクーポンを企画・販売し、エージェントな

どとタイアップした旅行商品への活用を図るなど、長期的にＰＲを展開します。ま

た、あらゆるメディア（雑誌やりんご王国ウェブサイトなど）での重点的、効果的

なＰＲにも強力に取り組んでまいります。  
 
⑦アップルパイの更なる高品質化のための研究への支援強化について  
  生 産 者 自 身 、 あるい は 生産者 と 商工業 者 が連携 し ながら 高 付加価 値 、

高品質 な 加工品 を 商品化 で きるよ う 、引き 続 き新商 品 開発に 対 する支 援

を行っ て まいり ま す。  

担当：りんご課  販売促進係 総括主幹兼係長 笹  秀昭 内線５８７  
りんご課  生産振興係 主幹兼係長   高谷  一豊 内線９１１  
農業政策課 農業振興係 係長      木村  淳子 内線５８１  

   農業政策課 農産係   係長      佐藤  宏郁 内線５８５  
   農業委員会 農地係   係長      石岡  博之 内線４８９  
   農業委員会 農政係   係長      伊藤  靖記 内線５５４  
   観光政策課       課長補佐    石澤  淳一 内線５４２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １４ 農業における商工業者の参入支援について 

要

望

事

項

の

内

容  

農業従事者の減少と高齢化が進行し、農業後継者不足が深刻化している現状があり

ます。商工業者による農業への参入には現在まだ規制が厳しく、更なる規制緩和を図

り、より参入しやすい仕組みを構築することが農業担い手不足の解消につながり、地

域農業と商工業の持続的な発展につながることから、規制緩和を図るなど、参入に対

する支援を要望いたします。  

 

農業委員会事務局  
農林部農業政策課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

市 で は 、 農 業従 事 者の減 少 と高齢 化 により 、 農業後 継 者不足 が 深刻化 し

ている 現 状から 、 認定農 業 者、集 落 営農組 織 、さら に は新規 就 農者な ど 、

多様な 担 い手の 取 り組み を 支援す る ため、 そ の育成 と 経営安 定 に向け た 施

策を講 じ ており ま す。  

さ ら に 、 農山漁 村 の活性 化 と農家 所 得の向 上 を図る た め、地 域 の第１ 次

産業と こ れに関 連 する第 ２ 次、第 ３ 次産業 に 係る事 業 の融合 等 により 、 地

域ビジ ネ スの展 開 と新た な 業態の 創 出を行 う ６次産 業 化も支 援 してお り ま

す。  

こ う し た 中で、 平 成２１ 年 の農地 法 の改正 に 伴い、 リ ース方 式 による 企

業参入 の 全面自 由 化と農 業 生産法 人 に対す る 商工業 者 の出資 要 件の大 幅 緩

和が実 施 され、 商 工業者 に よる農 業 への参 入 が促進 さ れたこ と から、 地 域

農業の 担 い手と ６ 次産業 化 の支援 者 等とし て 、商工 業 者の果 た す役割 が 期

待され て おりま す 。当市 に おいて も 、主に 米 ・肥料 ・ 農薬等 を 販売す る 株

式会社 が 、農業 生 産法人 と して農 業 に参入 し ようと す る動き が ありま す 。

また、 平 成２６ 年 度に制 度 化され た 農地中 間 管理事 業 では、 商 工業者 も

農地中 間 管理機 構 が借り 受 けた農 地 の転貸 の 受け手 候 補者と し て登録 す る

ことも 可 能とな っ ており ま す。  

し か し 、 商工業 者 による 農 業への 参 入に伴 い 、農地 に 対し農 産 物の生 産

・加工 ・ 販売施 設 等を確 保 しよう と する際 は 、農地 転 用の規 制 緩和が 求 め

られて お ります 。  

今
後
の
処
理
方
針 

政 府 は 平 成２６ 年 ６月の 閣 議決定 し た規制 改 革実施 計 画にお け る農業 委

員会等 の 見直し の 中で、 植 物工場 、 販売加 工 施設な ど 農業の ６ 次産業 化 ・

成長産 業 化に資 す る農地 の 転用に つ いて、 よ り円滑 な 転用を 可 能とす る 観

点から 見 直し、 平 成２６ 年 度中に 検 討する こ ととし て おりま す 。  

さ ら に 、 耕作放 棄 地につ い ては、 農 地転用 の 特例を 設 けよう と する方 針

も報道 さ れてお り ます。  

市 と し ま しては 、 今後も 国 の規制 緩 和の動 向 を注視 し ながら 、 商工業 者

による 農 業への 参 入に関 し ては、 農 業政策 課 及び農 業 委員会 が 連携し て 相

談窓口 と なって 支 援し、地域農業と商工業の持続的な発展を図って参 ります 。

担当：農業委員会事務局 次長補佐 小堀正也 内線 559 
農業政策課農産係 主事 高田鈴菜 内線 586 
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １５ 「弘前の地酒とシードルで乾杯条例」の制定について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前独自の物産、食文化への更なる関心向上に向けた取り組みとしての「弘前の地

酒とシードルで乾杯条例」を理念条例として、早期制定を要望いたします。  

 

                                                商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

名 峰 岩 木 山 の恵 み を受け た 当市は 、 江戸時 代 から続 く 老舗な ど 日本酒 の

蔵元が ７ つもあ る 、県内 で も有数 の 地酒づ く りが盛 ん な地域 で す。市 内 で

作られ て いる日 本 酒の中 に は、世 界 最大規 模 で、権 威 のある お 酒のコ ン テ

スト「 イ ンター ナ ショナ ル ワイン チ ャレン ジ 」の SAKE部 門 や 、 全国規 模 で

開催さ れ る唯一 の 清酒鑑 評 会「全 国 新酒鑑 評 会」に お いて、 金 賞を受 賞 し

たもの も あり、 当 市の日 本 酒に対 す る評価 は 大変高 い もので あ るとい え ま

す。  

ま た り ん ご果汁 で つくる シ ードル の 製造所 も ３つあ り 、市で も 、５月 に

りんご 公 園でシ ー ドルナ イ トを開 催 するな ど 、普及 啓 発に努 め ていま す 。

今
後
の
処
理
方
針 

各 種 会 合 等での 最 初の一 杯 を地元 の お酒で 行 ういわ ゆ る「乾 杯 条例」 に

ついて は 、平成 ２ ５年１ 月 に京都 市 が制定 し て以来 、 全国各 地 で制定 が 相

次いで お り、本 県 におい て も平成 ２ ６年１ １ 月から 黒 石市が 施 行して い ま

す。  

当 市 は 日 本酒の 蔵 元が７ つ 、シー ド ル製造 所 が３つ も ある酒 ど ころで あ

ること か ら、乾 杯 条例の 制 定は弘 前 独自の 物 産、食 文 化への 更 なる関 心 向

上に向 け た取り 組 みの一 つ として 考 えられ ま す。  

市 と い た しまし て も、地 酒 （シー ド ル含む ） の認知 度 向上に よ る消費 ・

販路拡 大 は必要 で あると 認 識して お ります が 、まず は 、「Ｂ Ｕ Ｙひろ さ き

運動」 の 一環と し て『最 初 の乾杯 は 地酒で 』 という 啓 蒙活動 や 関係団 体 ・

市民な ど へのア ン ケート な どを実 施 し、「 Ｂ ＵＹひ ろ さき推 進 本部」 で 総

合的に 検 証しな が ら条例 化 につい て 検討し て まいり た いと考 え ており ま す

。  

担当：商工政策課 物産振興室 主査 齋藤  貴志 内線２５２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １６ ＪＲ弘前駅周辺へのバスプールの拡充整備について 

要

望

事

項

の

内

容  

現在、弘前駅城東口広場には４台分のバスプールが設置されていますが、駅周辺に

更なるバスプールを整備することで、駅前地区に観光客の誘客が図られ、またＪＲが

雪害等でストップした場合の代行バス臨時駐車場としても使用可能となることから、

ＪＲ弘前駅周辺へのバスプールの拡充整備について要望いたします。  

 

                                                都市環境部 都市政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

ＪＲ弘前駅周辺へのバスプールについては、弘前駅 城 東口広 場 に４台 駐 車 で

きるバ ス プール が あるほ か 、ねぷ た まつり 期 間中に は 、バス プ ールと し て

弘前駅 城 東口緑 地 を開放 し ており ま す。  

 

今
後
の
処
理
方
針 

弘前駅城東口広場には、現在４台分のバスプ ー ルを設 置 してお り ます 。ま た

、弘前 駅 中央口 広 場には 、 タクシ ー 乗降場 や 路線バ ス の停留 所 が配置 さ れ

ており 、 観光バ ス を待機 さ せるス ペ ースを 確 保でき な いこと か ら、現 時 点

では新 た にバス プ ールを 整 備する 予 定はあ り ません 。  

 

 

担当：都市政策課 計画係 係長 中村  洋幸 内線５３６  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １７ 多言語対応が可能な人材（従業員）の養成について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市内の商業・観光施設、飲食店では外国語対応ができる人材が不足しておりま

す。言葉の壁が接遇の障害になっている現状があり、海外からのお客様を温かく迎え

入れるためにも多言語対応が可能な人材（従業員）の養成を要望いたします。  

 

                                              観光振興部 国際広域観光課  
 商工振興部 商工政策課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

○当市における外国人宿泊客数の推移を見ると、平成２２年の3,620人から平成２５
年には  5,321人と増加傾向にあります。  
 

○市では、外国人観光客のさらなる誘客を図るため、成長力のある東アジア圏域を重

点エリアに位置付け、当市が有する外国人観光客に対して訴求力のある観光コンテ

ンツを活かしながらインバウンド対策を効果的に実施することとしており、市経営

計画においては「外国人観光客の誘致促進」を掲げ、効果的な情報発信や受入環境

の整備に向けた取り組みを行っています。  
 
○具体的には、平成２６年４月に、市、弘前商工会議所、観光団体等で組織する「弘

前市インバウンド推進協議会」を設立し、東アジアや東南アジアを中心とした各種

プロモーションの実施や商談会への参加、ツアーの造成、各地域の嗜好に応じた５

言語版リーフレットの製作のほか、観光関連事業者が行う外国人観光客の誘客事業

ならびに受入環境整備事業を支援するための補助制度を運用するなど、外国人観光

客の誘致促進に向けた各種施策を講じています。  
 また、平成２４年度には、観光庁の事業により作成した「指さし会話集」を、貴

所の料飲・観光部会員に送付したところです。 

今
後
の
処
理
方
針 

○多言語対応が可能な人材（従業員）の養成については、現在のところ外国語の講座

の実施などは考えておりませんが、市でも力を入れて外国人観光客の誘客に取り組

んでいることから、言語や免税制度など様々な対応の必要性などについて商業・観

光施設、飲食店を中心としながら、市民の機運を高めるとともに、外国人観光客の

受入環境整備についても、弘前市インバウンド推進協議会において、関係機関の相

互連携の下、引き続きその推進を図ってまいります。 

○また、国や県等の活用可能な支援制度等について情報提供するなどし、事業者が取

り組むインバウンド受入対策への支援等に努めてまいります。 

担当：国際広域観光課 国際広域観光係 係長 成田  真也 内線５３２  
   商工政策課 商業振興係     係長 山内   恒 内線２５９  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １８ 岩木山の豊かな環境を活用した岩木地区の活性化について 

要

望

事

項

の

内

容  

岩木山の自然や環境を活かした、下記の活性化策を要望いたします。  
①岩木山運動公園、ネックレスロード、岩木川等、２０２０年に開催される東京オ

リンピックを見据えた、スポーツコンベンションや合宿地の戦略的な誘致。  
②野外コンサートやフェスが開催できる誘客施設の設置。  

 

                                        市民文化スポーツ部 文化スポーツ振興課  
観光振興部 観光政策課  
岩木総 合 支所総 務 課  

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

① 岩 木 山 総 合公 園 やネッ ク レスロ ー ド、岩 木 スカイ ラ イン、 桜 林公園 な

ど、ス ポ ーツイ ベ ントに 適 した環 境 が整っ て います 。  

さ ら に 、 近年は 、 自転車 で 市街地 を 出発し 岩 木山を 回 る「岩 木 山一周

ファン ラ イド」 や 自転車 で 岩木ス カ イライ ン の急こ う 配を駆 け 上がる 「

チャレ ン ジヒル ク ライム 岩 木山」 の ほか、 桜 林公園 や 百沢ス キ ー場な ど

をラン ニ ングす る 「岩木 山 トレイ ル ランニ ン グフェ ス ティバ ル 」など 、

自転車 や ランニ ン グのス ポ ーツに 活 用され て きてい ま す。  

以 上 の よ うな活 用 状況か ら スポー ツ イベン ト に適し て いるこ と が実証

済であ り 、また 、 岩木山 総 合公園 の ほか、 嶽 温泉や 百 沢温泉 な どがあ る

ことか ら 、受入 態 勢も整 備 されて い ます。  

ま た 、 県 教育庁 ス ポーツ 健 康課が 主 体とな り 、青森 型 「地域 ス ポーツ

・コミ ッ ション 」 の設立 に 向けた 研 究会が 立 ち上が っ ており 、 今後、 ス

ポーツ ・ コミッ シ ョン設 立 を目指 す ことと な ってい ま す。  

２ ０ ２ ０ 年東京 オ リンピ ッ ク・パ ラ リンピ ッ ク関連 で は、当 市 での事

前合宿 誘 致の意 向 を持っ て おり、 そ のため の 準備対 策 として 、 トップ ア

スリー ト の所属 す るチー ム のスポ ー ツ合宿 を 誘致し 、 合宿環 境 の改善 に

繋げて お ります 。  

ま た 、 合 宿先と し ては、 弘 前市運 動 公園に 加 え、岩 木 山総合 公 園も視

野に入 れ ており 、 サッカ ー やラグ ビ ーなど の 種目を 検 討して お ります 。

 

② 岩 木 地 区には 、 岩木山 総 合公園 内 に野外 ス テージ が あるほ か 、桜林 公

園や岩 木 山観光 協 会駐車 場 などで も 、山ロ ッ クなど の 小規模 な フェス が

開催さ れ ていま す 。  

岩 木 山 総 合公園 の 野外ス テ ージは 、 老朽化 及 び観客 席 が芝生 席 であり

急斜面 の ため使 い 勝手が 良 くない こ と、見 通 しが良 い 場所の た め有料 イ

ベント の 開催が 難 しいこ と などの 問 題を抱 え ており 、 ほとん ど 利用さ れ

ていな い 状況で あ るとと も に、市 民 からの 要 望もあ り ません 。  
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今
後
の
処
理
方
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① 現 在 、 県教育 庁 スポー ツ 健康課 が 主体と な り、青 森 型「地 域 スポー ツ

・コミ ッ ション 」 の設立 を 目指し 進 めてい る ところ で あり、 市 の文化 ス

ポーツ 振 興課及 び 観光政 策 課、商 工 政策課 物 産振興 室 などの 関 係課が 参

画して い ること か ら、今 後 、県な ど と協力 し ながら ス ポーツ コ ンベン シ

ョンや 合 宿地の 誘 致を進 め ていき た いと考 え ていま す 。  

合 宿 誘 致 に関し て は、ナ シ ョナル ト レーニ ン グセン タ ーなど の 合宿先

進地視 察 やオリ ン ピック 関 係団体 か ら情報 収 集を行 い 、調査 結 果をふ ま

え、合 宿 環境整 備 や誘致 対 策をオ ー ル弘前 体 制で実 施 するた め に、誘 致

組織づ く りを検 討 してい き ます。  

ま た 、 新 たな岩 木 地区活 性 化推進 計 画を策 定 中であ り 、その 中 で活性

化の戦 略 的な取 り 組みと し て、岩 木 山総合 公 園、ネ ッ クレス ロ ード、 嶽

温泉、 百 沢温泉 な どの豊 富 な地域 資 源を活 か したス ポ ーツコ ン ベンシ ョ

ンや合 宿 の誘致 等 を掲げ て おりま す 。  

 

② 野 外 コ ンサー ト やフェ ス の開催 に ついて は 、岩木 山 総合公 園 など、 現

状、既 に 整備さ れ ている 施 設や桜 林 公園な ど 、実現 可 能な既 存 の施設 を

有効活 用 してい た だきた い と考え て おり、 新 たな施 設 の設置 や 改修は 考

えてお り ません 。  

担当：文化スポーツ振興課 スポーツ推進係 係長 古山 潤 内線９０３  
観光政策課     企画戦略係   係長 一戸拓利 内線５３５  
岩木総合支所総務課 地域振興係   主事 佐藤和広 内線６１２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 １９ 弘前城公園の観光機能強化策について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市の観光拠点である弘前城公園の観光機能強化策として、馬車の運行や、西堀

での屋形船の運航といった通年楽しめる事業の検討・実施による更なる観光客誘致を

図っていただきますよう要望いたします。  

 

                                                都市環境部 公園緑地課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

弘前公園のさらなる活用策について、昨年まで市民を交えた弘前城公園活用推進検

討会議を設置し検討してきました。  
様々な提案を受けて、マラソン大会の開催や門・櫓の公開など可能なものはすぐ実

施するとともに、公園の歴史を解説する施設等の整備については、今後計画されてい

る二の丸利活用施設で対応することとしております。  
 

今
後
の
処
理
方
針 

弘前公園における通年楽しめるような事業の実施・検討は観光振興策として認識し

ております。ただし、具体的に提案のありました馬車の運行や西濠での屋形船の運航

については、弘前城公園活用推進検討会議でも提案されておりますが、馬車や馬の確

保、水深不足等の課題があり、実施は難しいとされたところであります。  
弘前公園では、今年度から弘前城本丸石垣整備事業が本格化しております。  
世紀の大事業である石垣修理を活用して、新たな魅力創出と積極的な情報発信に努

めることとしておりますが、併せて、通年楽しめるような事業を検討したいと考えて

おります。  
 

担当：弘前城整備活用推進室 主幹 石川  竜明 内線５００  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２０ 「津軽海峡観光クラスター会議」への一体的な支援について 

要

望

事

項

の

内

容  

「津軽海峡観光クラスター会議」は、平成２７年度の北海道新幹線（新青森－新函

館）開業を見据え、弘前市と函館市が観光を軸として連携することにより、様々な経

済効果を誘発し、地域経済の活性化を目指すものであります。  
つきましては、今後とも、外国人観光客の共同誘致や津軽海峡を挟んだ旅行商品の

共同開発、物産共同出店、イベント交流などを進めていくこととしておりますことか

ら、行政としての一体的な支援を要望します。  

                                              
観光振興部 国際広域観光課  
商工振興部 商工政策課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

主 な 函 館 市 との 連 携事業  

【 Ｈ ２ ５ 年度】  

○ JR北 海 道 函 館 支 社長市 長 表敬訪 問  

  平 成 25.4.1 9  G W商 品 造 成 の 報 告（ JR） 、  

直 通 列 車 の定期 便 化要望 （ 市）  

○ 特 別 純 米酒「 ガ スバリ 2013」 完 成 を 祝う 会  

  平 成 25.7.1  弘 前 ・ 函 館の両 市 、両経 済 団体に よ る意見 交 換会  

○ 修 学 旅 行誘致 事 業（青 函 圏観光 都 市会議 事 業）  

  平 成 25.8.1 9～ 21、 8.26～ 28  

○ 津 軽 海 峡ブラ ン ド博（ 青 函圏観 光 都市会 議 事業）  

  平 成 25.11. 2 2～ 24 青 森 へ 観 光 PRブ ー ス 出 展  

○ は こ だ てクリ ス マスフ ァ ンタジ ー 「ひろ さ きナイ ト 」  

  平 成 25.12. 1 4  函 館 金 森 赤レ ン ガ倉庫 に て、ス テ ージ、 巨 大アッ プ ル

パイの 振 舞等観 光 PRを 実 施 。  

○ そ の 他 「はこ だ てスイ ー ツフェ ス タ」等 、 各種連 携 したＰ Ｒ  

【 Ｈ ２ ６ 年度】    

○ 函 館 ・ 東北チ ャ リティ プ ロモー シ ョン２ ０ １４  

  平 成 26.6.2 1～ 22 札 幌 大 通 り 公園で の 観光Ｐ Ｒ 、物産 販 売  

○ は こ だ てグル メ サーカ ス ２０１ ４  

  平 成 26.9.6～ 7 （ 青 函 圏 観 光 都市会 議 事業） Ｈ 24か ら ３ 年 連続  

○ 青 函 圏 観光都 市 会議大 宮 プロモ ー ション  

  平 成 26.10. 1  （ 青 函 圏 観光 都 市会議 事 業）  ４ 市 長 に よ る対談  

○ 函 館 ・ みなみ 北 海道グ ル メパー ク in大 宮  

  平 成 26.10. 1 8～ 19 大 宮 に て 青 森・八 戸 と共同 Ｐ Ｒ  

○ 弘 前 ・ 函館間 ス ーパー 白 鳥延長 運 転、商 品 造成  

  平 成 25.12. 1 4  J R東 日 本 秋 田 支 社にお い て、「 ひ ろさき ナ イト」 向 け

直通列 車 の設定 及 び旅行 商 品造成 。  

○ は こ だ てクリ ス マスフ ァ ンタジ ー 「ひろ さ きナイ ト 」  

  平 成 26.12. 2 0  函 館 金 森 赤レ ン ガ倉庫 に て、ス テ ージ、 巨 大アッ プ ル

パイの 振 舞、弘 前 工芸協 会 展「津 軽 のクラ フ ト×函館

のクラ フ ト」等 観 光・物 産 PRを 実 施 。  
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地 域 の 魅 力を観 光 客に届 け るため に は、一 自 治体だ け での取 り 組みで は

限界が あ るため 、 今後は 自 治体の 枠 組みを 超 えた広 域 連携が ま すます 重 要

である と 認識し て おり、 中 でも「 青 森県内 の 広域連 携 」の強 化 ととも に 、

北海道 新 幹線新 函 館北斗 駅 開業を 見 据え、 函 館を中 心 とする 道 南地域 と 連

携強化 は 必要不 可 欠であ る と考え て おりま す 。  

市 と い た しまし て も青森 市 ・八戸 市 ・函館 市 と連携 し た「青 函 観光都 市

会議」 を 設立し た ほか、 ひ ろさき ナ イトの 開 催や、 首 都圏な ど での共 同 Ｐ

Ｒを実 施 し函館 と の連携 を 推し進 め ており ま す。  

ま た 、 平 成２７ 年 １月に は 上記４ 市 に加え 、 道南市 町 村等が 参 画する 協

議会等 で 組織し た 「北海 道 新幹線 開 業  青 森 ・ 函館 ・ みなみ 北 海道連 絡 会

議」が 設 立され 、 函館を 中 心とし た 道南と の 連携を よ り強固 な ものと し て

いくこ と として お ります 。  

今 後 も 、 連携組 織 や当市 の 経済団 体 で組織 す るイン バ ウンド 推 進協議 会

などを 活 用しな が ら、行 政 ・経済 団 体・民 間 事業者 と 協働し 、 「オー ル 弘

前」体 制 で一体 的 な支援 を 行って ま いりま す 。  

担当：国際広域観光課国際広域観光係 係長 成田  真也 内線５３２  
   商工政策課物産振興室     主査 齋藤  貴志 内線２５２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２１ 四大まつり運営委員会の設置について 

要

望

事

項

の

内

容  

現在、弘前さくらまつり、ねぷたまつり、菊と紅葉まつり、雪燈籠まつりについて

は、まつりごとに委員会を設置・運営を行っております。  
つきましては、主催四者を中心に、より効果的・効率的な４大まつり運営体制を図

り、「弘前感交劇場」のコンセプトのもと、ビッグデータ・オープンデータを活用し、

オール弘前体制を構築することで山積している課題解決をめざす必要がありますの

で、「四大まつり運営委員会」の早急な設置を要望いたします。  

 

                                                観光振興部 観光政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

現在、四大まつりのうち、弘前さくらまつり及び弘前ねぷたまつりは、「弘前市」

「弘前商工会議所」「（公社）弘前観光コンベンション協会」「（公社）弘前市物産

協会」が主催４者となり開催しています。  
また、「弘前城菊と紅葉まつり」「弘前城雪燈籠まつり」は、「弘前市」「弘前商

工会議所」「（公社）弘前観光コンベンション協会」「（公社）弘前市物産協会」の

外関係団体で組織する実行委員会方式による開催となっています。  
 

今
後
の
処
理
方
針 

四大まつりについては、歴史と伝統を保持しながら、新たな取り組みや、より魅力

あるまつりにしながら次の世代に受け継いでいくため、観光や地域振興に関係するよ

り広い人々の協力が必要であると考えております。そのため、より広い分野の人々が

まつりの企画、運営に参画できるよう、四大まつり全てについて実行委員会方式への

移行を検討しているところであり、早期の委員会設置を目指してまいります。  
また、市では、知識情報化社会における新たなトレンドとして注目されている「ビ

ックデータ・オープンデータ」について、市民・市役所ともに重点的に取り組むこと

とし、地域としての情報収集・分析力の向上とバックデータに基づく戦略的な地域経

営を推進することとしており、観光分野において、どのような活用が可能か検討して

まいります。 

担当：観光政策課４大まつり振興室 室長 佐藤  記一 内線５４２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２２ 創業支援の充実について 

要

望

事

項

の

内

容  

先般、国の「創業特区」に指定された福岡市では起業を望む若者と既存企業の経営

者の交流の場作りや、起業に対する融資制度の充実、起業手続きの簡略・短縮化、法

人税減免や、自治体による新規企業への優先発注などの支援策を講じるなどして、新

規事業の立ち上げがし易い土壌作りを積極的に行っております。弘前市においても

「創業特区」認定を目指すなど、創業支援の充実を要望いたします。  

 

                                          商工振興部 産業育成課  
商工振興部 商工政策課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

平 成 24年 度  ・ 起 業 ・創 業 支援拠 点 「夢サ ポ ート工 房 」を弘 前 商工会 議 所

内に設 置 し、イ ン キュベ ー ション マ ネージ ャ ーによ る 起業

相談や 起 業創業 支 援セミ ナ ーを開 催 。  

 

平 成 25年 度  ・ 土 手 町コ ミ ュニテ ィ パーク 内 へ移転 し 「ひろ さ きビジ ネ ス

       支 援 セ ン タ ー」と 名 称変更 。 相談支 援 機能の 拡 充を図 る 。

 

・ 県 融 資 制度「 未 来を変 え る挑戦 資 金」を 活 用する 創 業者に

 対 し 、 市が保 証 料の 70%を 負 担 す る補助 制 度を創 設 。  

 

平 成 26年 度  ・ 産 業 競争 力 強化法 に 基づく 「 弘前市 創 業支援 事 業計画 」 を

       策 定 し 、 国 の認定 を 受ける 。 このこ と により 、 支援を 受 け

た創業 者 が株式 会 社を設 立 した場 合 の登録 免 許税の 軽 減や

創業関 連 保証（ 無 担保・ 第 ３者保 証 なし） の 枠の拡 大 、創

業２月 前 から実 施 される 創 業関連 保 証につ い て、事 業 開始

６月前 か らの保 証 が可能 と なるな ど 、減税 や 制度運 用 の拡

大が図 ら れてい る 。  

 

    ・ ビ ジ ネ スアイ デ アの事 業 化を図 る ため、 コ ンテス ト の開催

と「新 分 野チャ レ ンジ支 援 事業費 補 助金」 を 創設。  
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今
後
の
処
理
方
針 

 国 が 策 定 した 「 まち・ ひ と・し ご と創生 総 合戦略 」 では、 基 本目標 の 一

つとし て 、地方 に おける 安 定した 雇 用を創 出 するこ と を挙げ て おりま す 。

 そ の 中 で、地 域 におけ る 起業や 第 二創業 を 支援す る ことが 重 要であ る と

してお り 、具体 的 には、 産 業競争 力 強化法 に おける 総 合支援 事 業計画 に 基

づき、 地 域密着 型 起業の 立 ち上げ を 支援す る 取り組 み や、創 業 マイン ド の

向上に 資 する取 り 組みな ど 、各種 創 業を支 援 するこ と を想定 し ている と こ

ろであ り ます。  

 

 福 岡 市 に よる 取 り組み は 、起業 教 育やベ ン チャー 企 業と地 元 企業マ ッ チ

ング、 起 業した い 方の交 流 の場「 ス タート ア ップカ フ ェ」の 運 営など 、 当

市の起 業 支援を 検 討する 上 で参考 と なる事 例 であろ う と考え て おりま す 。

 

 市 と い た しま し ては、 県 内でも ２ 例目と な る産業 競 争力強 化 法に基 づ く

「弘前 市 創業支 援 計画」 を 策定し 、 起業創 業 の環境 整 備や助 成 制度を 創 設

してお り ますが 、 福岡市 な どの先 進 事例を 学 びなが ら 、創業 者 の立場 に な

った多 様 な支援 策 や仕組 み などを 、 商工会 議 所をは じ めとす る 創業支 援 事

業者と 連 携しな が ら、起 業 創業を 後 押しし て まいり た いと考 え ており ま す

。  

 

 

 

担当：産業育成課 産業立地担当 主事 尾崎  健一 内線９６０  
   商工政策課 商業振興係  主事 柿﨑  結衣 内線２５９  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２３ ものづくり技術・伝統文化の継承と若手育成について 

要

望

事

項

の

内

容  

ものづくり技術・伝統文化の継承と若手育成について、下記について要望いたしま

す。  
①インターンシップ受入企業に対する助成制度の創設など、ものづくり技術に触れ

る機会を維持するための施策。  
②インターンシップ受入事業所へ受入ガイドの継続。  
③地域独自の伝統文化や伝統工芸の素晴しさを、幼少期からの教育現場で学んでも

らうための仕組みづくり。  
④起業家育成を目的とした人材育成を行うための施策の検討。  
⑤津軽塗教育事業や弘前マイスター制度による出前事業の周知の継続。  

 

                                         商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

市 で は 、 現 在、 生 徒・学 生 の就労 意 欲の醸 成 や地場 産 業の後 継 者育成 を

目的に 、 「弘前 市 地場産 業 インタ ー ンシッ プ 事業」 を 実施し て います 。  

ま た 、 伝 統工芸 を はじめ と する地 場 産業を 支 える人 材 を育成 す るため 、

津軽塗 研 修所を 設 置し後 継 者育成 に 取り組 ん でいる ほ か、小 ・ 中学生 を 対

象に津 軽 塗の製 作 体験を す る教育 事 業を業 界 と連携 し ながら 実 施して お り

ます。  

平 成 ２ ４ 年度か ら は優れ た 技能・技 術者を 弘 前マイ ス ターと し て認定 し 、

将来の 地 域産業 を 担う後 進 へ技術 の 継承を 図 るため 、 弘前マ イ スター の 派

遣や職 場 見学等 を 無償で 実 施して お ります 。  

今
後
の
処
理
方
針 

現 在 実 施 してい る 津軽塗 教 育事業 や 弘前マ イ スター 制 度によ る 出前事 業

をさら に 周知し 、 積極的 に 活用し て もらう と ともに 、 クラフ ト 村づく り 推

進事業 な ど新た な 事業と も 連携し な がら、 今 後とも も のづく り 技術の 継 承

と人材 育 成を図 っ ていき た いと考 え ており ま す。  

ま た 、 受 入ガイ ド につい て は、今 後 もイン タ ーンシ ッ プ受入 事 業者に 対

し、ご 活 用いた だ けるよ う 、適宜 配 布して ま いりた い と考え て おりま す 。

担当：商工政策課 就労支援係 係長   太田  泰輔 内線９１８  
   商工政策課 物産振興室 総括主査 福士  智広 内線２５２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２４ 
学生対象の溶接技術講習会並びに溶接競技大会開催の際の支援

について 

要

望

事

項

の

内

容  

現在、弘前市においては学生を対象とした溶接技術講習会並びに競技大会は開催さ

れておりません。溶接技術が「もの作り」の基盤技術となり工業分野でも中枢を占め

るものでもあり、その技術伝承が就職率の向上の一翼を担うものであります。現在、

宮城県・福島県などでは講習会・競技大会は開催され、それが後継者の育成に寄与し

ていることから、弘前市においても、溶接技術の講習会並びに競技大会の開催の際に

は支援を要望いたします。  

 

                                         商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

後 継 者 育 成 につ い ては、 企 業にお け る新規 雇 用者の 研 修等に 対 する支 援

の他、 弘 前マイ ス ター制 度 の活用 に よる出 前 授業等 を 実施し て います が 、

現在、 学 生を対 象 とした 支 援事業 に ついて は 実施し て おらず 、 溶接技 術 に

おける 弘 前マイ ス ターも 認 定され て いない 状 況です 。  

今
後
の
処
理
方
針 

現 在 、 貴 所建設 部 会を始 め とする 業 界団体 ・ 教育機 関 等と、 建 設業の 人

手不足 、 人材不 足 問題の 解 決策に つ いて協 議 を進め て おり、 業 界団体 が 人

材育成 等 のため の 事業を 実 施する こ とを支 援 するた め 、活用 で きる助 成 金

につい て 予算要 求 してい る ところ で す。  

本 要 望 の 講習会 開 催への 支 援につ い ては、 現 在予算 要 求して い る助成 金

の制度 で 支援す る ことと し ており ま す。  

競 技 大 会 への支 援 につい て は、実 施 が具体 化 した時 点 で、支 援 の方向 で

検討し て まいり た いと考 え ており ま す。  

担当：商工政策課 就労支援係 係長   太田  泰輔 内線９１８  
   商工政策課 物産振興室 総括主査 福士  智広 内線２５２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２５ 「弘前ブランド」を海外へ発信できる施策の検討について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市においては、広く海外へ当市の地場産品の売り込みを見据え、シティプロモ

ーション活動の一環として、海外で行われている当市地場産品が出展できるような見

本市への出展機会の創出や参加に対する助成制度など「弘前ブランド」を海外へ発信

できる施策を検討していただきますよう要望いたします。  
 

 

                                       商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

現 在 、 市 で は「 ひ ろさき ブ ランド 販 路開拓 支 援補助 金 交付要 綱 」を制 定

し、中 小 企業者 等 が持つ 独 自の技 術 ・製品 及 び工芸 品 の販路 拡 大、新 規 需

要開拓 の 促進を 図 るため 、 国内・ 海 外の見 本 市等へ の 出展事 業 を支援 し て

おりま す 。海外 の 見本市 等 への出 展 事業に つ いては 、 平成２ ６ 年度か ら 新

たに支 援 の対象 と してい ま す。  

 

 

 

今
後
の
処
理
方
針 

現 在 制 定 してい る 海外の 見 本市等 へ の出展 も 対象と し た「ひ ろ さきブ ラ

ンド販 路 開拓支 援 補助金 交 付要綱 」 を平成 ２ ７年度 も 継続し 、 中小企 業 者

等が持 つ 独自の 技 術・製 品 及び工 芸 品を海 外 へも発 信 できる よ う進め て 参

りたい と 考えて お ります 。  

 

 

担当：商工政策課 物産振興室 主事 工藤 翔 内線２５２    
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２６ 技能に関する資格制度及び技能検定について 

要

望

事

項

の

内

容  

現在青森県が行っている技能に関する資格制度及び技能検定については、制度の認

定要件に技能検定の資格の有無が問われております。しかし、職種によっては検定が

休止状態や県で扱っていないものがありますので、取り扱っていない検定の実施や再

開の要請並びに弘前市で実施できないか検討していただきますよう要望いたします。

 

                                                商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

青 森 県 で 行 って い る技能 検 定試験 は 、働く 人 々の持 っ ている 技 能や知 識

を一定 の 基準に よ り検定 し 、これ を 公証す る 国家検 定 制度で あ ります 。  

青 森 県 で は、職 業 能力開 発 促進法 に 定める 都 道府県 が 実施可 能 とされ る

職種の 中 から選 定 し、青 森 県職業 能 力開発 協 会が毎 年 検定試 験 を実施 し て

おりま す 。  

平 成 ２ ６ 年度は 、 前期２ ９ 職種４ ４ 作業、 後 期２８ 職 種３０ 作 業を実 施

してお り 、実施 す る職種 の 選定に 当 たって は 、受験 見 込みの 少 ない職 種 等

につい て は休止 し ており ま すが、 実 施実績 や 各関係 機 関から の 要望等 を 踏

まえ、 受 験者数 見 込みな ど を勘案 し て毎年 見 直しを 行 ってい る とのこ と で

ありま す 。  

な お 、 市 におい て は、独 自 に技能 検 定制度 は 実施し て おりま せ ん。  

今
後
の
処
理
方
針 

青 森 県 で 行って い る技能 検 定試験 は 、職業 能 力開発 促 進法に 基 づき、 県

が実施 す ること と されて い ること か ら、県 で 実施を 休 止して い る資格 に つ

いて、 市 が実施 す る予定 は ござい ま せん。  

再 開 を 要 望する 技 能検定 試 験につ い ては、 検 定の再 開 を希望 す る職種 と

受講希 望 人数を 示 しなが ら 、青森 県 並びに 青 森県職 業 能力開 発 協会に 対 し

て貴所 と 連携し て 働きか け てまい り たいと 考 えてお り ます。  

ま た 、 市 におい て 、独自 に 技能検 定 制度を 実 施する 予 定はご ざ いませ ん

。  

 

担当：商工政策課 就労支援係 係長 太田  泰輔 内線９１８  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２７ グローバル人材の育成に対する支援について 

要

望

事

項

の

内

容  

企業が海外展開する上でグローバル人材の育成が課題の一つに挙げられているこ

とから、企業が社員を語学等の海外留学を行わせる場合などの人材育成に対する支援

施策を検討していただきますよう要望いたします。  

 

                                         商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

ビ ジ ネ ス が 海外 に も容易 に 展開で き る現代 社 会にお い て、海 外 の事業 者

を相手 方 として ビ ジネス を 行うた め には、 グ ローバ ル な人材 の 育成が 重 要

である と 考えて お ります 。  

現 在 、 市 内の企 業 からの 要 望、問 い 合わせ 等 は確認 で きてい な い状態 で

あるこ と から、 支 援策に つ いても 制 度化さ れ てない 状 況です 。  

ま た 、 今 年度は 、 市、貴 所 、弘前 大 学連携 に よる「 学 都ひろ さ き未来 基

金」に お いて、 グ ローバ ル な視点 で 地域課 題 に対応 で きる人 材 を育成 す る

ため、 学 生、企 業 人等か ら 構成さ れ る７チ ー ムを、 海 外派遣 し ており ま す

。  

 

今
後
の
処
理
方
針 

現 在 、 市 におい て は、当 該 要望に 対 する支 援 策はな い ものの 、 国では 、

「キャ リ ア形成 促 進助成 金 （グロ ー バル人 材 育成コ ー ス）」 が あり、 海 外

関連業 務 に従事 す る人材 を 育成す る ための 職 業訓練 に ついて 、 海外の 大 学

等で行 う 訓練も 可 能とす る 内容で 、 助成、 支 援して お ります 。  

よ っ て 、 まずは 国 の既存 制 度をご 活 用いた だ きたい と 存じま す 。  

ま た 、 「 学都ひ ろ さき未 来 基金」 に おいて 、 海外研 修 等によ る グロー バ

ルな人 材 育成事 業 が今後 も 実施さ れ ていく も のと存 じ ます。  

担当：商工政策課 就労支援係 係長 太田  泰輔   内線９１８  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２８ 建設業の振興策について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市においては、厳しい財政環境のなかにあって公共工事などの投資的経費につ

いて、財源の工夫などによる事業確保等にご配慮をいただいているところでありま

す。しかしながら建設業を取り巻く環境は依然として厳しい状況にありますことか

ら、建設業の振興策として下記について要望いたします。  
①地元企業が受注した一般住宅の新築・リフォーム・自然エネルギー・融雪等の設

置に係る発注者への補助金の制定  
②改正された「公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）」、「公共工事

の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（入契法）」、「建設業法」の基本

理念に則り、公共工事発注について（１）～（４）の施策を実施していただきま

すよう要望いたします。  
 （１）工事の品質確保のための中長期的な担い手の育成・確保の支援強化  
 （２）受注業者が適正な利潤を確保できるよう、市場における労務・資材等の

取引価格、施工の実態等を的確に反映した予定価格の適正な設定  
  （３）ダンピング受注の防止  
  （４）計画的な発注、適切な工期設定、適切な設計変更（工事一時中止等で伴う

     費用の算定見直し）  
 ③公共工事の物品調達は、費用対効果を考慮し、県産・国産を優先していただきた

い。  
 

                                     経営戦略部 法務契約課  
都市環境部 スマートシティ推進室  
建設部   建築指導課  
商工振興部 商工政策課  

 

市の処理方針 

経 
 
 
 

緯 

① 【 リ フ ォ ーム 関 係】  

  ○ 平 成 ２ ３ ～ ２５年 度  

   県 が 事 業 主 体 と な り 、 リ フ ォ ー ム 促 進 支 援 事 業 （ 耐 震 性 能 、 省 エ ネ

性 能 、 バ リ ア フ リ ー 性 能 、 克 雪 性 能 、 防 災 性 能 の 向 上 を 伴 う 既 存 住 宅

の改修 工 事に対 す る補助 事 業）を 実 施  

  ○ 平 成 ２ ６ 年 度  

   リ フ ォ ー ム 促進支 援 事業の 事 業期間 が 終了  

【再生可能エネルギー関係】  
  ○平成２４～２５年度  

一般住宅への太陽光発電設備等の設置に対する補助制度を実施  
○平成２６年度  
太陽光発電設備の精度が年々向上しながらも価格相場は下がってきており、助

成制度がなくても経済的メリットが出てきたことなどから、補助制度を廃止  
 【融雪関係】  

○平成１１年度～  
住宅や事業所等の敷地内への融雪装置の設置に対する補助制度として、融雪装

置設置資金貸付金利子補給補助制度を継続中  
※平成２６年度も、前年度並みの申請・問い合わせ実績あり  
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経 
 
 

緯 

②  建 設 産 業 に つ い て は 、 長 期 に わ た る 全 国 的 な 公 共 工 事 の 縮 小 に 伴 う 企

業 の 業 績 の 悪 化 に よ り 、 従 事 者 の 労 働 環 境 が 悪 化 し 、 入 職 者 の 減 少 、 高

齢 化 が 進 行 し て い ま す 。 こ の た め 、 国 で は 、 公 共 工 事 の 品 質 確 保 と 建 設

産 業 の 担 い 手 確 保 の た め 、 公 共 工 事 の 品 質 の 確 保 の 促 進 に 関 す る 法 律 、

公 共 工 事 の 入 札 及 び 契 約 の 適 正 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 及 び 建 設 業 法 を 改

正しま し た。  

  当 市 に お い て は 、 ダ ン ピ ン グ 防 止 、 公 共 工 事 の 品 質 の 確 保 の た め 、 公

共 工 事 の 入 札 に 関 し 最 低 制 限 価 格 制 度 、 総 合 評 価 落 札 方 式 な ど を 導 入 す

るとと も に、建 設 資材等 の 単価に つ いては 、 市場で の 取引価 格 の動向 を

もとに 平 成２５ 年 度に２ 回 にわた り 引き上 げ を行っ て おりま す 。  

建 設 産 業 の人材 不 足、人 手 不足問 題 につい て は、平 成 ２６年 度 から市

、建設 業 界、教 育 機関、 公 共職業 安 定所な ど で構成 す る「建 設 業にお け

る人手 不 足問題 に 係る懇 談 会」を 設 置し、 協 議を開 始 してお り ます。  

ま た 、 平 成２５ 年 度から は 、市と 建 設業界 で 構成す る 「弘前 市 建設産

業懇談 会 」を設 置 し、市 内 の建設 産 業のあ り 方全般 に わたり 意 見交換 を

行って お ります 。  

 

③  公 共 工 事 の 資 材・原 材 料の調 達 に当た っ ては、 発 注者と し て原産 地 の

指定は 行 ってお り ません 。  

今

後

の

処

理

方

針 

①  リ フ ォ ー ム 促 進支援 事 業につ い ては、 県 の事業 期 間が終 了 したこ と か

ら、平 成 ２６年 度 以降は 実 施する 予 定があ り ません 。  

な お 、 従 来から 実 施して い る「弘 前 市木造 住 宅耐震 診 断支援 事 業」は

、平成 ２ ７年度 も 引き続 き 実施す る 予定と し ており ま す。  

ま た 、 耐 震診断 義 務化対 象 の建築 物 への耐 震 診断費 用 の助成 に ついて

は、国 の 補助制 度 に併せ て 県・市 に よる補 助 制度を 設 けてお り ます。  

融 雪 装 置 設置資 金 貸付金 利 子補給 補 助制度 に ついて は 、活用 実 績もあ

ること か ら、当 面 継続し て まいり た いと考 え ており ま す。  

ま た 、 弘 前型ス マ ートシ テ ィ構想 で は、再 生 可能エ ネ ルギー や 未利用

エネル ギ ーなど を 活用し た 融雪を 推 進する こ ととし て おりま す 。  

現 在 、 太 陽光発 電 をはじ め とする 再 生可能 エ ネルギ ー と住宅 等 の敷地

内の融 雪 対策を 組 み合わ せ た、新 た な融雪 シ ステム の 実証研 究 事業を 実

施して お り、今 後 も研究 を 継続す る ととも に 、その 状 況等も 勘 案しな が

ら、効 果 的な融 雪 システ ム が構築 で きた場 合 には、 新 たな支 援 制度の 創

設につ い ても検 討 してま い りたい と 考えて お ります 。  

 

②  現 在 、 貴 所 建 設部会 を 始めと す る業界 団 体・教 育 機関等 と 、建設 業 の

人手不 足 、人材 不 足問題 の 解決策 に ついて 協 議を進 め ており 、 業界団 体

が人材 育 成等の た めの事 業 を実施 す ること を 支援す る ため、 活 用でき る

助成金 に ついて 予 算要求 し ている と ころで す 。  

ま た 、 公 共工事 に 関する 入 札制度 に ついて は 、今後 も 、国が 示 す制度

改革に つ いて、 建 設業界 と 意見交 換 しなが ら 市の実 情 に即し た 形で現 行

制度の 見 直し・ 改 正を行 っ てまい り ます。 特 に改正 品 確法に 関 しては 、

国がダ ン ピング 対 策、入 札 不調・ 不 落への 対 応、中 長 期的な 担 い手の 確

保・育 成 等の重 要 課題に 対 する発 注 関係事 務 の適切 な 運用の た めの指 針

を定め る ことと し ている こ とから 、 当該指 針 に基づ い た入札 制 度改革 を

実施い た します 。  
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今
後
の
処
理
方
針 

③  地 元 産 、青 森 県産の 商 品・製 品 の使用 を 奨励す る ことは 、 地元経 済 の

活性化 の ために は 重要な こ とであ る と考え ま すが、 安 定的な 供 給量の 確

保や価 格 の面な ど を勘案 す ると、 特 別な政 策 的意図 の ある工 事 の場合 （

例えば 「 県産ヒ バ 材を１ ０ ０％使 っ た木造 建 造物の 建 築」な ど ）を除 き

、一般 的 な公共 工 事の資 材 ・原材 料 につい て 、発注 者 として 原 産地を 指

定する こ とは考 え ており ま せん。  

 

担当：法務契約課       課長補佐  奈良  道明 内線２２９  
   スマートシティ推進室  室長補佐  西谷  慎吾 内線９３０  
   建築指導課 建築指導係 主幹兼係長 佐藤  久男 内線４１８  

商工政策課 就労支援係 係長    太田  泰輔 内線９１８  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ２９ 弘前市融資制度（特別保証融資）の予算枠の拡充について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市の融資制度を利用する場合、年度末近くになると市の予算の都合で特別保証

融資が活用できない場合があります。事業者側にとって、資金が必要になる時期は業

種や業態によってさまざまであり、年度末に必要としている方が活用できないのは、

非常に不公平感があるため、年度末でも利用できる制度として、予算枠の拡充を要望

いたします。  

 

                                                商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

当 市 の 特別保証融資の利用実績は年々上昇傾向にあります。平成２４

年度では、１０月頃には、融資総枠の消化率が１００％近い状況となっ

たため、当該年度内に特別保証融資の融資枠を増枠し、１０月以降に借

入する中小企業者への資金需要に対応しました。  

そ れ以降は増枠後の融資総枠を維持しております。  

今
後
の
処
理
方
針 

市 で は 、 「特別 保 証融資 」 だけで な く、「 小 口零細 企 業特別 保 証融資 」

、「事 業 活性化 資 金特別 保 証融資 」 、県融 資 制度で あ る「未 来 を変え る 挑

戦資金 特 別保証 融 資」等 に 対し、 利 子補給 又 は保証 料 の補助 を 実施し 、 事

業資金 の 調達を 支 援して お ります 。  

特 別 保 証 融資の 予 算枠の 拡 充につ き まして は 、今後 の 経済情 勢 等を踏 ま

えなが ら 、検討 し てまい り たいと 考 えてお り ます。  

担当：商工政策課 商業振興係 主事 柿﨑  結衣 内線２５９  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３０ マル経融資制度の利子補給の実施について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市では、マル経融資制度に対する利子補給の実施は考えていないとの回答であ

りますが、現在、県内７商工会議所が所在する市のうち、この利子補給を実施してい

ないのは弘前市と黒石市のみとなっております。日本政策金融公庫の融資制度を活用

している事業者も市内には多くあり、市の特別保証融資とマル経の２つに対して利子

補給をしていただくことで、市内で事業を行っている方を幅広く支援することができ

ることから、マル経融資制度の利子補給の実施を要望いたします。  

 

                                                商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

市 で は 、 市 内中 小 企業者 の 経営基 盤 の安定 及 び育成 ・ 振興を 図 るため 、

各種融 資 制度を 通 して、 中 小企業 者 に対し 事 業資金 調 達への 支 援をし て き

ており ま す。  

こ れ ま で 市では 、 「特別 保 証融資 」 や「小 口 零細企 業 特別保 証 融資」 、

「事業 活 性化資 金 特別保 証 融資」 、 県融資 制 度であ る 「未来 を 変える 挑 戦

資金特 別 保証融 資 」に対 し 、利子 補 給又は 保 証料の 補 助を実 施 してお り ま

す。  

ま た 、 「 商業近 代 化資金 」 につい て は、資 金 使途が 中 心市街 地 区域内 で

の店舗 の 新築・ 増 改築、 商 店街の 共 同施設 の 設置等 に 係るも の に対し 、 特

例を設 け 利子補 給 を実施 し ている こ とに加 え 、平成 ２ ６年度 よ り、シ ョ ッ

ピング セ ンター 等 の運営 に 要する 資 金も対 象 とし、 地 域の商 業 力の強 化 や

魅力あ る 商店街 の 形成に 極 めて有 効 である 事 業に対 し ては融 資 期間や 融 資

金額を 拡 充する な ど、中 小 企業者 へ の支援 を 強化し て おりま す 。  

 

今
後
の
処
理
方
針 

市 と い た しまし て は、引 き 続き「 特 別保証 融 資」、 「 小口零 細 企業特 別

保証融 資 」、「 事 業活性 化 資金特 別 保証融 資 」など の 市融資 制 度を運 用 し

、これ ら につい て 利子補 給 又は保 証 料補助 を 実施す る ととも に 、県融 資 制

度と連 携 し、利 子 補給又 は 保証料 補 助を実 施 し、事 業 者の資 金 調達を 支 援

してい き たいと 考 えてい る ことか ら 、マル 経 融資制 度 の利子 補 給につ い て

は、現 在 のとこ ろ 考えて お りませ ん 。  

 

担当：商工政策課 商業振興係 主事 柿﨑  結衣 内線２５９  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３１ 小規模事業者が利用しやすい補助金の創設について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市の補助金制度はその申請金額の単位が十万円から百万円単位となっており

ます。小規模事業者の場合、金額が大き過ぎ、また手続きが煩雑なため、利用が困難

となっております。  
つきましては、小規模事業者でも取り扱いが容易な数万円程度から申し込むことが

でき、手続きや書類の整備が容易な補助金制度の創設の検討を要望いたします。  

 

                                                商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

 市 で は 、 市民 や 企業、 各 種団体 等 の活動 を 支援す る ため、 各 課にお い て

様々な 補 助事業 を 実施し て おりま す 。  

 こ の 補 助 事業 は 、その 事 業の目 的 により 、 対象者 や 申請方 法 、申請 限 度

額など が 異なっ て おり、 補 助事業 を 利用す る ために は 、その 補 助事業 の 詳

細が定 め られた 補 助金交 付 要綱に 沿 った手 続 きを行 う 必要が あ ります 。  

今
後
の
処
理
方
針 

補 助 事 業 の利用 方 法とし て の主な 流 れは、  

① 補 助 金 交付申 請 書の提 出  

（ 申 請 書 、事業 計 画書、 そ の他添 付 書類の 作 成など が 必要）  

② 補 助 金 交付決 定 書の受 理  

③ 事 業 終 了  

④ 実 績 報 告書の 提 出  

（ 実 績 報 告書の 作 成、領 収 書の添 付 などが 必 要）  

と な っ て おり、 手 続きが 煩 雑な印 象 を与え て いるも の と思い ま す。し か し

ながら こ れら補 助 事業の 財 源は公 金 であり 、 厳正な 運 用が求 め られて お り

ます。 そ のため 、 補助事 業 者の審 査 （補助 金 申請書 ） や補助 事 業終了 後 の

審査（ 実 績報告 書 ）は不 可 欠なも の であり 、 添付さ れ る書類 に ついて も 厳

正な事 業 の実施 に は欠か す ことの で きない も のであ り ますこ と をご理 解 願

います 。  

 ま た 、 ご 要望 の 補助金 制 度の創 設 につい て は、事 業 の目的 に より補 助 金

限度額 等 を決定 す るとい う 補助事 業 の趣旨 か ら、事 業 目的が 決 定して い な

い現状 で は困難 で あると 考 えます 。  

 

担当：商工政策課 政策調整担当 主幹 鳴海 淳 内線４３２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３２ 小規模事業者へのソフト支援策について 

要

望

事

項

の

内

容  

小規模事業者で行っている様々な活動や企業努力（多言語に対応したメニュー＝イ

ンバウンドの強化等）を取りまとめする行政担当窓口を設置いただき、ホームページ

や冊子で紹介するなど、補助金以外の小規模事業者へのソフト支援策として実施して

いただきますよう要望いたします。  

 

                                                商工振興部 商工政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

 
小規模事業者が行う企業努力等の活動への支援として、案内表示やパンフレット、

ホームページ等の多言語表記による外国人観光客の受入環境整備に関する取り組み

や、事業組合等が行う販売促進活動などに対し、補助金を交付しています。  
 
また、新規需要開拓や販路拡大、新商品開発など、小規模事業者が行う企業努力や

活動については、補助金に加え、融資制度の実施及び利子補給・保証料補助などによ

り支援を行っています。  
 
このほか、先進的な事例や注目に値する取り組みについては、随時マスコミ等に情

報提供し、広く周知を図っています。  

今
後
の
処
理
方
針 

飲食店等におけるインバウンド対策などをはじめ、小規模事業者が取り組む企業努

力や活動を取りまとめる担当窓口の設置については現在のところ考えておりません

が、活動内容に応じ、各種補助金のほか、金融制度の運用経営相談体制の整備など、

様々な形で支援してまいりたいと考えております。 

 

担当：商工政策課 商業振興係 係長 山内 恒 内線２５９  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３３ 飲食業界における雇用対策について 

要

望

事

項

の

内

容  

飲食業界では、有効求人倍率によらず常に人材不足が問題となっており、求人を出

しても応募が集まらない事態が継続しています。また一定以上の専門的な技術を要す

ることから、育成の期間及び経費が必要である上、技術を身に付けた時点で離職（独

立）されるリスクを恒常的に抱えていることから、下記について要望いたします。

①ひろさき実践型ジョブトレーニング事業の再開  
②従業員の雇用について、飲食業については特に訓練や長時間・夜間勤務に特化す

るなど、業種・業態に応じた助成金や補助金制度の検討と実施  

 

                                                商工振興部 商工政策課  
商工振興部 産業育成課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

①  実 践 型 ジ ョ ブ トレー ニ ング事 業 は、企 業 での実 践 研修や 外 部講師 等 に

よる職 場 外研修 を 通して 、 地元企 業 等で就 労 するた め に必要 な 知識や 技

能の習 得 を目的 に 、県の 緊 急雇用 創 出対策 事 業費補 助 金（補 助 率１０ ０

％）を 活 用し、 平 成２２ 年 度から 平 成２５ 年 度まで 実 施まし た 。  

 

「 実 践 型 ジョブ ト レーニ ン グ事業 」  

【 実 施 実 績】  

年 度        決 算 額       雇 用 数   継 続 雇 用 数  

平 成 ２ ２ 年度    １ ７ ， ２ ０５ 千 円     ９ 人    ３ 人  

平 成 ２ ３ 年度   １ １ ３ ， ４９８ 千 円   １ １ １ 人   ４ ６ 人  

平 成 ２ ４ 年度   １ １ １ ， １６３ 千 円    ８ ８ 人   ４ ５ 人  

平 成 ２ ５ 年度   １ １ ３ ， ０４２ 千 円    ９ ５ 人   ５ ９ 人  

 

② 飲 食 業 に特化 し た助成 制 度はあ り ません が 、飲食 業 も活用 で きる助 成 制

度とし て は、以 下 の制度 を 実施し て おりま す 。（飲 食 業の活 用 実績な し ）

・「新 規 高等学 校 卒業者 雇 用奨励 金 」  

  高 校 卒 業 後 、 ３年以 内 の失業 中 の市民 を 常用雇 用 した場 合 に助成 。  

・ 「 正 規 雇用等 転 換奨励 金 」  

雇 用 し て いる有 期 雇用労 働 者を正 規 雇用化 等 した場 合 に助成 。  



50 
 

今
後
の
処
理
方
針 

飲 食 業 の 振興は 、 当市の 商 工振興 の みなら ず 、観光 振 興にも 資 するこ と

から、 観 光担当 部 局とも 連 携し、 雇 用に関 す る支援 を 始め、 様 々な角 度 か

ら支援 し てまい り たいと 考 えてお り ます。  

① ジ ョ ブ トレー ニ ング事 業 には、 多 額の費 用 がかか る ことか ら 、活用 で き

る国の 助 成制度 等 がなけ れ ば、実 施 は難し い と考え て おりま す 。  

現 在 、国 の既存 制 度で、３カ月間の試行雇用ができる「トライア ル 雇用奨 励

金」や 、 有期雇 用 労働者 の キャリ ア アップ の ための 研 修や正 規 雇用化 し た

場合等 に 助成す る 「キャ リ アアッ プ 助成金 」 等があ り ますの で 、ぜひ 、 こ

ちらの 制 度をご 活 用いた だ ければ と 存じま す 。  

② 「 新 規 高等学 校 卒業者 雇 用奨励 金 」や「 正 規雇用 等 転換奨 励 金」を ご 活

用いた だ きたい と 思いま す 。また 、 国にお い ても「 キ ャリア 形 成促進 助 成

金」等の 制度が ご ざいま す ので、そ ちらも ご 活用い た だけれ ば と存じ ま す。

担当： 商工政策課 就労支援係  係長 太田泰輔 内線９１８  
    産業育成課 産業立地担当 主事 尾崎健一 内線４３３  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３４ 子育て中の女性を雇用する事業者への支援制度について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市及び国、県などの、子育て中の女性を雇用する事業者への支援制度の周知Ｐ

Ｒを強化していただきますよう要望いたします。  

 

                                               商工振興部 商工政策課  
健康福祉部 子育て支援課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

平 成 ２ ６ 年 ７月 に 仕事と 子 育てを 両 立でき る 職場環 境 づくり 等 に積極 的

に取り 組 む企業 等 を認定 す る「弘 前 市子育 て 応援企 業 認定制 度 」を創 設 し

ました 。 認定を 受 けた企 業 等は弘 前 市のホ ー ムペー ジ 等でＰ Ｒ される ほ か

、協賛 企 業の低 利 融資制 度 を企業 ・ 従業員 と もに利 用 できま す 。この 制 度

につい て は、平 成 ２６年 度 は広報 ひ ろさき や ホーム ペ ージ、 子 育て支 援 課

主催の セ ミナー 等 で周知 を 行いま し た。  

ま た 、 ワ ーク・ ラ イフ・ バ ランス 啓 発事業 を 行い、 企 業向け に 従業員 の

就業規 則 など子 育 て支援 に 係る制 度 の導入 に 役立つ よ うな無 料 のセミ ナ ー

やフォ ー ラムを 開 催しま し た。  

セ ミ ナ ー では青 森 県労働 局 の職員 を 講師に 招 き、子 育 て支援 の 助成金 な

どにつ い ての講 義 を実施 す るなど 制 度周知 を 図りま し た。  

加 え て 講 演会な ど の集客 の 際に、 厚 生労働 省 の助成 金 に係る パ ンフレ ッ

ト等の 配 布を行 い 、制度 の 周知に 努 めてま い りまし た が、市 の 支援制 度 に

ついて は 、市の 広 報媒体 等 を用い 、 適宜、 周 知 PRし て お り 、 国 、県等 、 市

以外の 団 体から の 情報発 信 、周知 PR依 頼 に つ いても 、 可能な 限 り同様 の 対

応をす る よう努 め ており ま す。  

今
後
の
処
理
方
針 

子 育 て に 係る市 の 支援制 度 につい て は、今 後 も、パ ン フレッ ト 配布を 始

め、広 報 ひろさ き や HP等 の 様 々 な 媒 体によ り PRに 努 め て まい り ます。  

県 、 国 等 の支援 制 度につ い ても、 可 能な限 り 同様に PRし て ま い りたい と

考えて お ります 。  

 

 

担当：商工政策課  就労支援係   係長   太田  泰輔 内線９１８  
子育て支援課 子育て戦略担当 総括主査 原  直美 内線２１３  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３５ （仮称）弘前市総合産業振興計画の策定について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市においては、今年５月に弘前市経営計画を策定しております。当市２０年後

の将来像を想定し、その実現のための計画を策定したものですが、少子高齢化に伴う

人口の減少という社会構造の大きな変化が更に進むことが想定される中、今後弘前市

が豊かなまちとなるためには、他者からの要因に左右されない産業構造の構築が求め

られております。そのためには、現状の当市産業構造の更なる分析を行い、第１次産

業から第３次産業において、基幹産業の育成は勿論ですが、各次産業の平準化を目指

し、産業間の連携による新連携の促進といった産業構造に変わらなければならない時

期でもあります。  
つきましては、弘前市においては中・長期的視野に立ち、官民一体となった地域経

済活性化に向けた将来の方向性をお示しいただきたく、当市経営計画に更に検討を加

えた形での（仮称）弘前市総合産業振興計画の策定について要望いたします。  

 

                                                商工振興部 商工政策課  
商工振興部 産業育成課  
経営戦略部 行政経営課  

 

市の処理方針 

経 
 

緯 

【弘前 市 経営計 画 】  

平 成 ２ ６ 年 ５ 月 に 策 定 し た 弘 前 市 経 営 計 画 に お い て は 、 「 な り わ い づ

く り （ 商 工 業 振 興 ） 」 の 観 点 か ら 「 高 い 競 争 力 を 持 っ た 地 域 産 業 が 育 ち

、 多 く の 人 々 が 訪 れ 楽 し め る ま ち 」 を 将 来 像 に 掲 げ て い ま す 。 こ れ を 実

現 す る た め の ４ つ の 政 策 の 方 向 性 ご と に 取 組 内 容 を 整 理 し 、 総 合 的 に 地

域の産 業 力向上 を 図るこ と として お ります 。  

(1)「 地 域 を 牽引 す る産業 の 育成」… 重点３ 分 野（食 産 業、精 密・医療 産

業、ア パ レル産 業 ）の強 化 及び重 点 関連産 業 等の企 業 誘致推 進 。  

(2)「 商 活 動 の活 性 化」… 魅 力ある 商 業地域 の 形成、関 係団体 と の連携 に

よる地 元 生産品 の 販路開 拓 ・拡大 へ の総合 的 な取り 組 み。  

(3)「 経 営 力 の 向 上」… 起 業創業 支 援と経 営 支援・ 融 資制度 の 充実。  

(4)「 雇 用 ・ 就 労 者への 支 援の充 実 」…雇 用 確保と 就 労支援 の 充実。  

【 弘 前 市 中心市 街 地活性 化 基本計 画 】  

前 計 画 が 平成２ ５ 年度で 期 間満了 と なった こ とから 、 平成２ ７ 年３月

までに 新 たな計 画 を策定 し 、引き 続 き商業 者 ・行政 ・ 関係機 関 等が一 体

となっ た 中心市 街 地活性 化 政策の 推 進を図 る ことと し ていま す 。  
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今

後

の

処

理

方

針 

弘 前 市 経 営計画 （ なりわ い づくり  商 工 業 振 興）は 、 中・長 期 的な視 点

から、 総 合的に 地 域産業 力 向上を 図 る目的 で 策定さ れ ており 、 いわば 市 の

産業振 興 計画と も いえる も のであ り ます。 ま た、本 計 画の管 理 運営に つ い

ては、 地 域課題 や 取り巻 く 環境変 化 に適切 に かつ臨 機 応変に 対 応し、 常 に

計画を 有 効に機 能 させる た めに、 行 政や市 民 、コミ ュ ニティ 、 民間事 業 者

等が連 携 しなが ら 、継続 的 に計画 内 容を改 善 ・向上 さ せてい く ことと し て

おり、 Ｐ ＤＣＡ サ イクル の 考え方 を 基に各 主 体との 情 報共有 を 図りな が ら

毎年度 見 直しを 図 ること と してい ま す。  

一 方 、 ま ち・ひ と ・しご と 創生法 （ 平成 26年 11月 28日 施 行 ） に 基づき 、

当市に お いても 平 成２７ 年 度中の 策 定・公 表 を予定 し ている 「 市町村 版 ま

ち・ひ と ・しご と 総合戦 略 」のな か でも、 当 市の実 情 に応じ た まち・ ひ と

・しご と に関す る 目標や 施 策の基 本 的方向 、 具体的 な 施策を 示 すこと に な

ってお り 、経営 計 画と同 様 ＰＤＣ Ａ サイク ル の考え 方 に基づ き 毎年見 直 し

を行う こ ととし て います 。  

以 上 の こ とから 、 ご要望 の あった総合産業振興計画については、既存の経営

計画及び今後作成する「市町村 版まち ・ ひと・ し ごと総 合 戦略」 に 包含さ れ

るもの と 考えて お ります の で、現 時 点にお い て、新 た な総合 産 業振興 計 画

の策定 は 見送る こ ととし 、 まずは こ れらの 計 画等の 着 実な推 進 に努め 、 計

画事業 の 実施に あ たって は 、常に 社 会経済 の 動向を 注 視しな が ら、商 業 者

・行政 ・ 関係機 関 等が一 体 となっ た 事業実 施 に努め て まいり ま す。  

 

担当：商工政策課 政策調整担当 総括主査 竹内  孝行  内線４３２  
   産業育成課 産業育成担当 総括主査 笹田  哲文  内線４３３  
   行政経営課 アクションプラン担当  主幹   土岐  康之  内線５３８  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３６ 各種イベントの効果測定等の実施について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市ではイベントが数多く開催されておりますが、イベントの中には打ち上げ花

火的なものも見受けられる状況にあることから、その効果測定の実施と結果に基づく

継続・中止等の判断の実行について要望いたします。また、イベントが同じ日に別々

の場所で開催されるなどの弊害については、各施設の予約状況の調査による事前調整

を行うなど、費用対効果も考慮して効率的に実施していただきますよう要望いたしま

す。  

 

                                        観光振興部 観光政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

 市 で は 従 来か ら 行って い るイベ ン トも数 多 くあり ま すが、 平 成２２ 年 １

２月の 東 北新幹 線 全線開 業 や平成 ２ ３年の 弘 前城築 城 ４００ 年 祭を契 機 に

、交流 人 口の増 加 や外貨 獲 得のた め 、幅広 い 分野に お いて新 た なイベ ン ト

を開催 し ており ま す。  

新 た な イ ベント の 中には 、 平成２ ４ 年度か ら 継続し て いる「 弘 前りん ご

博覧会 」 などが あ ります が 、事業 の 見直し な どによ り 、ひろ さ き卍フ ェ ス

ティバ ル は中止 し たもの で ありま す 。  

今
後
の
処
理
方
針 

イ ベ ン ト の実施 に あたっ て は、実 施 主体と な る主催 者 が期日 ・ 会場な ど

の内容 を 決定し て おり、 市 が全て に ついて 把 握しき れ ないの が 現状と な っ

ており ま す。  

市 が 実 施 主体と な るイベ ン ト・行 催 事につ い ては、 実 施後の 課 題や効 果

等を検 証 しなが ら 、次回 以 降の実 施 に反映 さ せるよ う 努めて い ますが 、 実

施主体 が 市以外 の ものに つ いては 、 現実的 に 把握が 難 しいも の と考え て お

ります 。  

費 用 対 効 果につ い ては、 平 成２６ 年 度に観 光 分野に お ける観 光 消費額 、

経済波 及 効果の 調 査・測 定 を実施 し ており 、 結果が そ ろい次 第 、関係 団 体

と共有 し ながら 、 各イベ ン トが効 果 的に成 果 を上げ ら れるよ う 、調整 を 図

ってい き たいと 考 えてお り ます。  

担当： 観光政策課 企画戦略係 係長 一戸  拓利 内線５３５  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３７ 公衆用道路の固定資産税非課税基準の緩和について 

要

望

事

項

の

内

容  

八戸市では、位置指定道路として指定を受けることができない公衆用道路（私道）

でも宅地に隣接している場合非課税となっております。弘前市においても、隣接する

宅地が少ない公衆用道路であっても、不特定多数の人が利用しており、道路以外の目

的での使用ができない公衆用道路については、資産としての価値もないため課税基準

の緩和を要望いたします。  

 

                                       財務部 資産税課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

地 方 税 法 第 ３ ４ ８ 条 第 ２ 項 第 ５ 号 で 固 定 資 産 税 に お け る 非 課 税 の 範 囲 に

ついて定められており、公共の用に供する道路は非課税とされております。

一 般 的 利 用 に 関 し て 何 等 の 制 約 を 受 け て い な い 私 道 に つ い て は 、 公 道 か

ら 他 の 公 道 へ 連 絡 し て い る 場 合 は 公 共 の 用 に 供 す る 道 路 に 該 当 す る た め 、

非 課 税 で す が 、 袋 小 路 で あ る 場 合 や 公 道 か ら 同 一 の 公 道 に 連 絡 し て い る よ

う な 場 合 は 、 沿 接 す る 宅 地 の 居 住 者 そ の 他 利 用 者 が 極 め て 不 特 定 多 数 に の

ぼ る 等 の 事 情 に よ り 、 そ の 利 用 の 実 態 が 広 く 不 特 定 多 数 の 利 用 に 供 さ れ て

い る と 認 め ら れ も の を 除 き 、 公 共 の 用 に 供 す る 道 路 に 該 当 し な い も の と さ

れてお り ます。  

こ の た め 、 私 道 の 形 態 と 利 用 状 況 か ら 「 公 共 の 用 に 供 す る 道 路 」 と 判 断

す る た め の 基 準 が 必 要 と な る こ と か ら 、 当 市 で は 下 記 の と お り 規 定 し て い

ます。  

※ い ず れ の 場 合 も 分 筆 さ れ 区 域 ・ 地 番 が 明 確 で あ り 、 現 況 も 側 溝 ・ 縁 石

等で境 界 が明確 で あるも の としま す 。  

① 私 道 で あって も 、公 道か ら公道 に 接続す る ４ｍ以 上 の道路 に ついて は 非

課税と す る。  

② 行 止 ま り の 私 道 で あ っ て も 幅 員 ４ ｍ 以 上 の 道 路 で １ ０ 区 画 以 上 が 利 用

する道 路 につい て は非課 税 とする 。  

③ 上 記 以 外で 、４ 区画以 上 が利用 す る幅員 ４ ｍ以上 の 道路に つ いては 、私

道の補 正 （６分 の １）を 適 用する 。  

つ ま り ① 、 ② の 場 合 は 非 課 税 と し 、 ③ の 場 合 は 非 課 税 に は 該 当 し ま せ ん

が、私 道 補正を 適 用して 課 税を行 っ ており ま す。  

今
後
の
処
理
方
針 

昨年度、「位置指定道路に関しての課税基準の緩和」が弘前商工会議所重点要望事

項としてあげられたため県内各地の自治体に「公 共 の 用 に 供 す る 道 路 」の判断基

準について調査確認を行いましたが、位置指定道路および宅地に隣接しているという

理由で非課税扱いをしている自治体はありませんでした。  
隣接する宅地が少ない道路に対する課税基準については、税の公平性の観点からも

市の現状の基準が妥当なものであると考えております。  
ただし、位置指定道路につきましては、判断基準が当市より緩和されており、結果

としてほとんどが課税されていない状況が見受けられるため、他自治体とのバランス

を考慮して次回の評価替え（平成２７年）の際に位置指定道路に対する課税基準の緩

和措置の見直し作業を進めているところです。  

担当：資産税課 土地係 主幹兼係長 奈良  幸仁 内線５４５  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３８ 
青森空港並びに奥羽本線新青森駅等の利便性向上に係る国、県、

関係機関等に対する要望活動について 

要

望

事

項

の

内

容  

青森空港並びに奥羽本線新青森駅等の利便性向上に係る国、県、関係機関等に対し

て、弘前市として下記について要望活動を実施していただきますよう要望いたしま

す。  
①見通しが悪く、トラック同士のすれ違いもできず、渋滞の原因となっている境関

・撫牛子間の奥羽線踏切の拡幅工事の実施要望。  
②奥羽線新青森駅の利便性を高めるための防風・防雪シェルターを設置し、老人、

子どもをいたわるためホームの待合室の大型化や増設、また新幹線が運行してい

ても奥羽線が止まっていることがあり、それらに対する対応についてのＪＲ等関

係機関への働きかけ。  
③青森空港の利便性向上  
 計器着陸装置のカテゴリーⅢが設置されていることを活かし、また、団体観光客

の受け入れ態勢を整えるための就航している機体の大型化。  
 

                                         都市環境部 都市政策課  
建設部   建設政策課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

① 県 道 松 木 平停 車 場線の 撫 牛子踏 切 の拡幅 要 望につ い ては、 市 政懇談 会

等によ り 再三要 望 が寄せ ら れてお り 、道路 管 理者で あ る中南 地 域県民

局に対 し て拡幅 整 備を要 望 してお り ます。  

（ 平 成 １ ３年度 に おいて 、 県で事 業 に着手 し ました が 、地権 者 のご協

力が得 ら れず整 備 されま せ んでし た 。）  

 

② 平 成 ２ ２年１ ２ 月  東 北 新 幹線 「 新青森 駅 」開業 。  

こ れ ま で 、青森 県 や沿線 市 町村と 共 に JR東 日 本 本 社 及 び秋田 支 社に対 し

て複線 化 や冬期 間 の安定 的 な運行 等 の要望 活 動を行 っ ており ま すが、平

成２５ 年 は関係 機 関との 要 望活動 の ほかに 、市単独 で JR東 日 本 秋 田支 社

へ要望 活 動を行 い ました 。  

 

③ 平 成 ６ 年９月   青 森 － 羽 田間 に 全日空 が 就航。  

平 成 １ ５ 年４月  青 森 － 羽 田間か ら 全日空 が 撤退。  

  平 成 ２ ６ 年 ７ 月  青 森 － 札幌 間 、青森 － 伊丹間 に 全日空 が 就航。  

  市 で は 、 青 森 県や青 森 空港ビ ル (株 )等 と 連 携 し 、 青森空 港 の利便 性 向

上に努 め ており ま す。  
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今
後
の
処
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方
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① 平 成 ２ ５年８ 月 の豊田 地 区の市 政 懇談会 に おいて 同 様な要 望 があり 、

中南地 域 県民局 と 協議し た 時点で 、 地権者 の ご協力 が 得られ る 状況に

なれば 事 業に着 手 すると の 回答を 得 ており ま すので 、 今後も 引 き続い

て拡幅 整 備を要 望 してい き たいと 考 えてお り ます。  

 

② 奥 羽 本 線の複 線 化と、 奥 羽本線 新 青森駅 の 待合空 間 環境の 向 上、冬 期

間の安 定 的な運 行 につい て は、引 き 続き関 係 機関と と もに要 望 事項の

実現に 向 けて JR東 日 本 へ 要 望活動 を 実施し て まいり ま す。  

 

③ 機体の大型化による青森空港の利便性向上に関しては、利用 率向上 が 必要

不可欠 で あるこ と から、 利 用率向 上 に資す る 活動を 青 森県等 関 係機関

と情報 交 換や情 報 共有を 図 りなが ら 働きか け てまい り ます。  

 

担当：都市政策課 交通政策推進室 総括主査  若松  義人 内線３５８  
   建設政策課 改良係     主幹兼係長 本間  嘉章 内線４１３  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ３９ 弘前ナンバー導入を検討する委員会の設置について 

要

望

事

項

の

内

容  

全国に弘前市の認知度を高める施策の一つとしてのご当地ナンバーの導入につい

ては、様々な基準が定められております。  
つきましては、今後の法規制の緩和も視野に入れ、国の動向などを注視しながら、

弘前市が先導しての近隣市町村への働きかけによる、ご当地ナンバー導入に向けた検

討委員会の設置などの準備をしていただきますよう要望いたします。  

 

                                         都市環境部 都市政策課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

平 成 １ ６ 年 に一 度 検討し た ものの 、  

①地域特性や経済圏等に関して、他の地域と区分された一定のまとまりがある地域

であり、一般に広く認知された地域であること。また複数市町村の集合が原則。

②登録されている自動車の数が１０万台を超えていること。  
③都道府県内の他の地域名表示の対象地域と比較し、人口、登録自動車数等に関し

て極端なアンバランスが生じないものであること。  
という 基 準を満 た さなか っ たこと か ら導入 に 至って い ない。  

国 土 交 通 省の有 識 者会議 に おいて 導 入基準 な どにつ い て検討 を 行った 結

果、平 成 ２５年 ２ 月２６ 日 から平 成 ２５年 ６ 月２８ 日 まで追 加 公募が 行 わ

れたも の の、  

④ 対 象 地 域を管 轄 する都 道 府県に お いて、 自 動車保 有 関係手 続 きのワ ン

ストッ プ サービ ス を導入 し ている 又 は概ね ３ 年以内 の 導入が 道 府県と

して機 関 決定さ れ ており 、 かつ、 具 体的な 導 入計画 が 策定さ れ ている

こと  

と い っ た 条件が 新 たに設 け られた こ とから 、 追加申 請 するた め の条件 を 満

たして い なかっ た 。なお 、 青森県 で はワン ス トップ サ ービス が導入されてお

らずまた、今後３年以内での導入計画もないとのことであった。 

 今 後 の 追 加申 請 につい て は現時 点 で未定 で ある。  

今
後
の
処
理
方
針 

弘前ナンバーが実現すれば、当市の地域振興や観光などの面に多大な効果をもたら

すものと期待しているものの、実現には関係市町村との同意が必要となることから、引き

続き国等の動向を注視しながら、ご当地ナンバー導入にむけて研究してまいりたいと考え

ております。 

 

担当：都市政策課 交通政策推進室 総括主査 若松  義人 内線３５８  
 
 



59 
 

弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４０ 弘前市経営計画における人材育成分野について 

要

望

事

項

の

内

容  

２０年後の弘前市を見定めた地域づくりの目標として「ひとづくり」が、「くらし

づくり」「まちづくり」「なりわいづくり」の基盤になることから将来都市像（めざ

す姿）の実現に向けた戦略として下記について要望いたします。  
①「データサイエンティスト」の早期地元育成  
 弘前市経営計画の実行、成果、課題設定などＰＤＣＡをスピーディーに行い、経

済発展に寄与するためには、オープンデータ、ビッグデータを活用し、企業内外

を取り巻く大量のデータを的確に分析し、事業展開に応用できる自治体・ビジネ

ス的価値を生み出す役割を担う人材が必要ですので、「データサイエンティス

ト」の早期地元育成を要望いたします。  
（データサイエンティストとは、企業内外を取り巻く大量のデータを的確に分析

し、事業展開に応用できるビジネス的価値を生み出す役割を担う専門職のことで

す。）  
②的確な情報発信をするために必要な、地元エグゼクティブクリエーターの育成

 弘前感交劇場として、年間の演目スケジュール発表を、演目開始最低６ヶ月前に

は、エージェント等に情報発信するロードマップが必要です。課を横断したスケ

ジュールを管理し、効果的ＰＲを展開するためには人材が不可欠です。現状、直

前の情報リリースではメディア、エージェントが対応不可能な状況ですので、地

元エグゼクティブクリエーターの育成を要望いたします。  
（エグゼクティブクリエーターとは、実行力のある企画制作者のことです。）  
③防災まちづくりにおける人材育成  
 オープンデータ、ビッグデータを活用し、危機管理に係る大量のデータを的確に

分析し、災害対策に対応する役割を担う地元人材育成を要望いたします。  
④幼児教育に係る地元専門職の育成  
 幼児教育が人材育成のおおもとであり、就学前の子どもに教育と保育を一体的に

提供する他、地域の子育て家庭に対する支援を行う施設として認定こども園制度

がスタートしています。弘前市では現在認定案件が無い状態であり、早急に認定

へ向けた人材の育成、運営に向けた人材の育成を要望いたします。  
⑤児童・生徒によるネットを介したトラブル未然防止のための人材育成  
 現在弘前大学の「ネットパトロール」は、教授退官に伴い、専任教員がいない状

態で、サークル化し予算・拠点が無いのが現状であります。大学に依頼するだけ

でなく、人材育成という観点から予算化し、地元専門家の育成を要望いたします。

⑥弘前市内の大学・専門学校への進学率を向上させ、地元に根付いた人材の育成を

するためのスキームづくり  
 弘前市内の小学校～中学校～高等学校～専門学校・大学において、各課程での奨

学制度等を設け、人材の市外への流出に歯止めをかけ、地元での就労可能な環境

整備（インターンシップ等検証可能な仕組み）を進め、ひいては地域での人材確

保につながるという中長期的政策が必要であり、そのためのスキームづくりを要

望いたします。  
経営戦略部 行政経営課  
観光振興部 観光政策課  
経営戦略部 防災安全課  
健康福祉部 子育て支援課  
教育委員会 学校指導課  
教育委員会 教育政策課  

     商工振興部 商工政策課  
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① 、 ③  

 平 成 ２ ６ 年５ 月 に策定 し た『弘 前 市経営 計 画』に お いて、 戦 略推進 シ

ステム の 重点シ ス テムに 「 ビッグ デ ータ・ オ ープン デ ータを 活 用した 地

域経営 」 を設定 し ました 。  

ま た 、 推 進体制 と して、 平 成２６ 年 ４月に シ ンクタ ン ク開設 検 討チー

ムを設 置 し、現 在 は平成 ２ ７年１ 月 にシン ク タンク と して「 ひ ろさき 未

来戦略 研 究セン タ ー」設 置 してお り ます。  

② 旅行エージェントやマスコミ等に対する祭りやイベント等の情報発信の時期に

ついては、商品造成や企画・宣伝に要する時間を考慮すると遅くとも６か月前がタ

イムリミットであることと認識しております。特に近年、国内人口の減少等に伴う

旅行市場の縮小による観光地間競争の激化や旅行スタイルの変化・多様化など観光

を取り巻く環境は厳しさを増しております。そのような中、弘前市や青森県、青函

圏を取り巻く環境は、平成２８年３月に予定される北海道新幹線新函館北斗開業や

青森県・函館デスティネーションキャンペーンなどによる新たな観光客確保の好機

となっております。  
④  平 成 ２ ６年 度 までは 「 認定こ ど も園」 と なるこ と を選択 し た施設 は あ

りませ ん でした が 、平成 ２ ７年４ 月 から新 た に始ま る 予定で あ る「子 ど

も・子 育 て支援 新 制度」 に 伴い、 市 内の幼 稚 園や保 育 所のう ち ２４施 設

が認定 こ ども園 に なる予 定 です。  

⑤  教 育 委 員 会 で は 、 児 童 生 徒 に よ る ネ ッ ト を 介 し た ト ラ ブ ル の 未 然 防 止

等 を 目 的 と し て 「 ネ ッ ト パ ト ロ ー ル 事 業 」 を 実 施 し て い ま し た が 、 今 年

度 か ら は 「 情 報 モ ラ ル 等 啓 発 事 業 」 に 名 称 変 更 し 、 情 報 モ ラ ル 教 育 の 推

進によ り 重点を お いた取 組 を進め て います 。  

こ れ ま で 中 学 校 の 担 当 教 員 を 対 象 と し て い た 情 報 モ ラ ル 教 育 に 関 す る

研 修 会 を 小 学 校 の 担 当 教 員 に も 対 象 を 広 げ て 実 施 し 、 発 達 の 段 階 に 応 じ

た指導 が 各学校 で 行われ る ように 指 導して い ます。  

ま た 、 児 童生徒 へ の情報 モ ラル教 育 を推進 す るため に は保護 者 への啓

発が重 要 である こ とから 、 保護者 を 対象と し た啓発 用 のチラ シ を作成 し

配布す る 予定に し ていま す 。  

⑥（奨学金制度）  
小・中学校の児童・生徒のうち、経済的な理由で就学が困難と認められる児童・

生徒の保護者に対し、学用品費や給食費などを援助しております。  
また、高校・大学・専門学生へ対しては、無利息で貸与型の奨学金制度を設け、

経済的理由で修学が困難な者に対しての就学援助を行っております。現在の貸与額

は、高等学校が月額１万３千円、大学・専門学校で月額２万５千円となっておりま

す。  
（イン タ ーンシ ッ プ）  

市 で は 、 現在、 「 弘前市 地 場産業 イ ンター ン シップ 事 業」を 実 施して

います 。  

 こ の 事 業 は、 生 徒・学 生 の就労 意 識の醸 成 や地場 産 業の後 継 者育成 を

目的に 、 中学・ 高 校・大 学 生が地 場 産業へ イ ンター ン シップ （ 職場見 学

・職場 実 習）を 行 うこと を 促進す る 事業で す 。  
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平成２ ３ 年度～ 現 在  

  ・ 受 入 先 調 査 （独自 調 査は２ ５ 年度ま で ）  

  ・ 中 学 校 、 高 校、大 学 へ情報 提 供  

  ・ 実 施 状 況 調 査（毎 年 ３月実 施 ）  

・ 企 業 へ 受入マ ニ ュアル 配 布（平 成 ２４年 度 ）  

  ・ マ ッ チ ン グ （就労 支 援セン タ ー）  

【 平 成 ２ ５年度 実 績】  

高 等 学 校   ７ 校  １ ， ２ ２５人  

大 学     ３ 校    １ ０ １ 人  

計     １ ０ 校  １ ， ３ ２６人  
 

今
後
の
処
理
方
針 

① 当市におけるビッグデータ・オープンデータの活用は、経営計画の策定により、

新たに市が推進する取り組みとして位置づけたものであります。  
初年度となる平成２６年度は、先進自治体での取り組みの視察調査、地方公共団

体情報システム機構の「オープンデータ調査研究事業」を活用した取り組みなどを

実施しているところであり、来年度は、全国の先進自治体と連携した取組への参画

するなど、継続して調査研究を行いながら段階的に取り組みを高めていくこととし

ております。  
今後は、平成２７年１月に設置した『ひろさき未来戦略研究センター』において、

ビッグデータ・オープンデータの活用推進に取り組む中で職員のスキル向上を図っ

てまいります。  
② 旅行市場の縮小に伴い、実効性のある観光施策を展開し、当市への誘客拡大と交

流人口の増加を図る必要性については、今後ますます重要になると考えております

。そのためには旅行エージェントやマスコミ等に対する情報発信を適切なタイミン

グで行う必要がありますが、単に個別の「点」としての情報ではなく、複数の観光

情報（資源）をストーリー性や連続性で関連付けていくことにより情報発信してい

くことが必要となることから、観光関連団体や市の各部課のイベントスケジュール

等を横断的に収集・選択し、適切なタイミングや手段により情報発信できることが

必要であるものと考えております。  
ついては、戦略的な観光プロモーションを展開するため、エグゼクティブクリエ

ーターのような人材の育成を進める必要性や連絡調整組織の設置について研究し、

適切な対応ができるよう努めてまいります。  
③  防 災 に おい て は、情 報 収集や 分 析が事 前 対策等 に とって 非 常に重 要 な

要素で あ り、オ ー プンデ ー タやビ ッ クデー タ を活用 し た取組 み ができ れ

ば効果 的 である と 思われ ま す。  

現 状 、 市 で は こ う し た 知 見 を 有 し て い な い こ と か ら 、 今 後 は 先 進 事 例

なども 含 め、研 究 してい き たいと 考 えてい ま す。  
④  平 成 ２ ７年 度 から認 定 こども 園 になる 施 設は、 教 育と保 育 の機能 を 併

せ持つ よ うに変 わ ること か ら、現 在 、国・ 県 からの 情 報に基 づ いて手 続

きを進 め ている と ころで す 。市で も 、その 手 続きが 円 滑に進 む ように 適

時情報 提 供や相 談 を受け 付 けるな ど 、認定 こ ども園 に なるこ と を自ら 選

択した 各 施設が 、 実際の 教 育・保 育 現場を 想 定しな が ら準備 を 進める こ

とを支 援 してい る ことか ら 、認定 や 運営に 向 けての 人 材は確 実 に育っ て

いるも の と考え て います 。  
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今
後
の
処
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方
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⑤  教 員 が 活 用 で きる情 報 モラル に 関する プ レゼン テ ーショ ン 資料を 今 後

作成し て いくこ と で、児 童 生徒に 対 する情 報 モラル 教 育を更 に 推進す る

予定で す 。また 、 平成２ ７ 年度に は 教育フ ォ ーラム に おいて 「 ネット に

よるい じ め」等 を 取り上 げ 、情報 モ ラルに つ いて児 童 生徒及 び 保護者 、

そして 広 く市民 へ も啓発 し ていく 機 会をつ く ってま い ります 。  

な お 、 情 報 モ ラ ル 教 育 に 関 す る 地 元 専 門 家 の 育 成 に つ い て は 、 教 育 委

員会と し て検討 を 進めて い きたい と 考えて い ます。  
⑥  イ ン タ ーン シ ップに つ いては 、 就労支 援 センタ ー におい て 、国、 県 で

作成し て いるイ ン ターン シ ップ受 入 一覧を 活 用し、 現 在、学 校 と事業 者

のマッ チ ングを 行 ってお り 、実施 状 況につ い ては、 毎 年、学 校 に依頼 し

、確認 し ており ま す。  

今 後 も 、 イ ン タ ー ン シ ッ プ の 充 実 を 図 る こ と で 、 就 労 意 識 の 醸 成 や 、

地元就 職 の促進 に 努めて 参 りたい と 考えて お ります 。  
奨学金等の制度については、希望する方が修学する機会を等しく得られるよう、

今後も継続してまいります。  
 

担当：行政経営課 アクションプラン担当 主幹   土岐  康之 内線５３８  
観光政策課 政策調整担当     主査   木村  幸生 内線５３５  
防災安全課 防災担当       主幹   今井  郁夫 内線２６７  
子育て支援課           課長補佐 石田   剛 内線５６０  
学校指導課            指導主事 石田  盛彦 内線７７６  
教育政策課 総務係        主査   太田  宏之 内戦７４４  
商工政策課 就労支援係      係長   太田  泰輔 内線９１８  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４１ 少子高齢化・人口減少対策について 

要

望

事

項

の

内

容  

地方都市の喫緊の課題である少子高齢化・人口減少対策は、国が唱える地方創生に

乗り遅れることのないように、弘前市経営計画で策定した事業については早急に実施

していただきますとともに、実施の際には民間の意見も充分に採り入れてくださいま

すよう要望いたします。  

 

                                                経営戦略部 行政経営課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

平 成 ２ ６ 年 ４月  人 口 問 題 プロジ ェ クト担 当 の設置  

     ５ 月  『 弘 前 市 経営計 画 』の策 定  

    １ １ 月  「 ま ち ・ ひと・ し ごと創 生 法」の 公 布・施 行  

    １ ２ 月  弘 前 市 ま ち・ひ と ・しご と 創生総 合 戦略推 進 本部の 設

         置  

平 成 ２ ７ 年１月  ひ ろ さ き 未来戦 略 研究セ ン ターの 設 置  

     ３ 月  『 弘 前 市 経営計 画 』の改 訂 （予定 ）  

今
後
の
処
理
方
針 

地 域 活 力 の源泉 で ある人 口 が減少 す ること に よる社 会 的影響 を 緩和す る

ため、 当 市では 、 平成２ ６ 年５月 に 策定し た 『弘前 市 経営計 画 』にお い て

「笑顔 ひ ろさき 重 点プロ ジ ェクト 」 を掲げ 、 分野横 断 的に事 業 を展開 し て

おりま す 。  

そ の よ う な中、 国 におい て は、「 ま ち・ひ と ・しご と 創生法 」 の成立 に

伴い、 平 成２６ 年 １２月 に 総合戦 略 と長期 ビ ジョン を 策定し 、 地方創 生 の

推進に 向 けて、 総 合的に 取 り組む こ ととな り ました 。  

こ の 地 方 創生に 係 る国の 方 針や動 き は、人 口 減少に 対 して具 体 的事業 に

取り組 む ことで 地 域の持 続 的発展 を 目指す 『 弘前市 経 営計画 』 と大き く 合

致する も のと捉 え ており 、 平成２ ６ 年１２ 月 には「 弘 前市ま ち ・ひと ・ し

ごと創 生 総合戦 略 推進本 部 」を設 置 し、国 の 動きに 対 し、迅 速 に対応 す る

ことと し ており ま す。  

今 後 、 市 民、企 業 など地 域 を構成 す る各主 体 の意見 も 取り入 れ ながら 、

県とも 連 携し、 市 の「人 口 ビジョ ン 」、「 地 方版総 合 戦略」 を 策定し 、 人

口減少 を 抑制す る ための 対 策をさ ら に強化 ・ 加速し て まいり ま す。  

 

 

担当：行政経営課アクションプラン担当 主幹 土岐  康之 内線５３８  
 
 
 
 



64 
 

弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４２ 弘前市の入札制度について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市で行っている入札制度については、地元企業の技術や地元に対する貢献度

（地元からの物品調達やボランティア活動など）も評価していただきますよう要望い

たします。  
あわせて、弘前市の物品調達・役務の提供や印刷物などに関する入札については、

域外大手企業が有利な単純な価格競争となっておりますので、弘前市が適正な最低価

格を設定して入札を行うなど、地元企業にも配慮した入札制度の実施を要望いたしま

す。  

 

                                                経営戦略部 法務契約課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

当 市 で は 、 公共 調 達につ い ては、 競 争性、 透 明性を 担 保しな が ら地元 業

者に発 注 するこ と を原則 と してお り 、入札 に 当たっ て は、有 資 格者名 簿 に

登載さ れ ている 業 者のう ち 市内に 本 店、支 店 等があ る ものを 優 先して 指 名

してお り ます。  

公 共 調 達 の入札 に ついて は 、価格 及 び価格 以 外の要 素 を落札 者 決定の 判

断材料 と する方 法 として 総 合評価 落 札方式 が ありま す 。また 、 ダンピ ン グ

を防止 し 、公共 調 達の品 質 を確保 す る方法 と して低 入 札価格 調 査制度 及 び

最低制 限 価格制 度 があり ま す。  

当 市 に お いては 、 平成２ ５ 年度か ら 、設計 金 額が一 定 金額以 上 の工事 請

負契約 に 係る競 争 入札に つ いては 総 合評価 落 札方式 に よる入 札 を本格 導 入

してお り 、防災 協 定の締 結 状況、 除 雪業務 の 受託状 況 、災害 復 旧工事 の 受

託状況 な どの地 域 貢献の 状 況も評 価 項目と し ており ま す。  

ま た 、 当 市にお い ては、 低 入札価 格 調査制 度 は導入 し ており ま せんが 、

予定価 格 １３０ 万 円を超 え る工事 請 負契約 及 び予定 価 格５０ 万 円を超 え る

業務委 託 契約に 係 る入札 を 対象に 、 最低制 限 価格制 度 を導入 し ており ま す

。  

今
後
の
処
理
方
針 

公 共 調 達 に当た っ ては、 今 後も競 争 性、透 明 性を担 保 しなが ら 地元業 者

に発注 す ること を 原則と し ます。  

総 合 評 価 落札方 式 による 入 札にお け る地域 貢 献の状 況 に関す る 評価項 目

につい て は、ご 要 望の内 容 （地元 か らの物 品 調達、 ボ ランテ ィ ア活動 な ど

）を評 価 項目に で きるか ど うか検 討 いたし ま す。ま た 、総合 評 価落札 方 式

の工事 請 負契約 以 外の契 約 への導 入 につい て 、他自 治 体の例 を 参考に し な

がら引 き 続き検 討 いたし ま す。  

業 務 委 託 契約に 係 る最低 制 限価格 制 度につ い ては、 提 供され る 役務の 品

質確保 や 受託者 の 適正な 利 益の確 保 などの 観 点から 、 最低制 限 価格の 引 き

上げに つ いて検 討 いたし ま す。  

 

 

担当：法務契約課 課長補佐 奈良  道明 内線２２９  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４３ ブラジリアン柔術（グレイシー柔術）の大会の開催について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市が輩出した世界的柔術家でありますコンデ・コマ（前田光世）の功績を後世

に伝えるべく、彼が伝えたブラジリアン柔術（グレイシー柔術）の大会を弘前市で開

催していただきますよう要望いたします。  

 

                                        市民文化スポーツ部 文化スポーツ振興課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

当 市 で は 、 ２０ ２ ０年東 京 オリン ピ ック・ パ ラリン ピ ック事 前 合宿誘 致

を進め て おり、 種 目とし て は、ソ フ トボー ル 競技や 柔 道競技 な どを視 野 に

入れ検 討 を重ね て おりま す 。  

柔 道 競 技 におい て は、県 内 最大規 模 の青森 県 武道館 を 有して い ること や

、先般 亡 くなら れ た、本 県 出身の 全 日本柔 道 連盟強 化 委員長 で あった 、 斉

藤仁さ ん の繋が り を活か す ことを 検 討して お ります 。  

ま た 、 世 界に柔 道 を普及 さ せ、特 に ブラジ ル で功績 を 残し最 後 を遂げ た

、本市 出 身の前 田 光世（ コ ンデ・ コ マ）さ ん の繋が り を活か し 、ブラ ジ ル

柔道代 表 選手の 合 宿誘致 に ついて も 、担当 者 レベル で 検討し て おりま す 。

今
後
の
処
理
方
針 

現状、ブラジリアン柔術（グレイシー柔術）の大会開催は検討しておりません。

ただ、 ブ ラジル 柔 道代表 選 手が当 市 に合宿 し 、相互 交 流を図 る 中で、 ブ

ラジリ ア ン柔術 に 関し盛 り 上がり が 醸成さ れ れば、 検 討した い と考え て お

ります 。  

担当：文化スポーツ振興課 スポーツ推進係 係長 古山 潤 内線９０３  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４４ 弘前市の指定管理者制度について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市においては、指定管理料は来場数が増え収益に繋がると来年の指定管理料は

下げられている現状があります。企業努力の部分も考慮していただきますよう要望い

たします。  
あわせて、指定管理業者の選定も一般公募で広く募っていただきますよう要望いた

します。  

 

                                                経営戦略部 行政経営課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

 当 市 の 指 定管 理 者制度 に ついて は 、住民 サ ービス の 向上と 経 費節減 を 図

りなが ら 、適正 な 運用に 努 めてい る ところ で ありま す 。  

ま た 、 平 成２６ 年 ４月１ 日 現在に お ける指 定 管理者 制 度導入 施 設は計  

４ ５ ４ 施 設で、 う ち４１ ２ 施設が 、 公募に よ る申請 に 基づき 指 定管理 者 に

指定す る 法人等 の 選定を 行 った施 設 であり ま す。公 募 割合は 指 定管理 者 制

度導入 施 設全体 の 約９割 と なって お り、公 募 対象と な る施設 の 拡大に 努 め

ており ま す。  

〔 平 成 26年 4月 1日 現 在 〕  

 指 定 管 理 者制 度 導入施 設 数  454施 設 （ ① ）  

 上 記 の う ち公 募 による 申 請に基 づ き選定 し た施設 数  412施 設 （ ② ）  

公 募 割 合  90.7％ （ ② /① ×100、 小 数 点 第 二 位を四 捨 五入）  

今
後
の
処
理
方
針 

当 市 で は 、要望 事 項の内 容 に記載 さ れてい る ような 理 由で指 定 管理料 が

減額さ れ ている 事 実はな く 、指定 管 理者が 適 正に管 理 業務を 行 った上 で 、

経費節 減 や利用 者 増加等 に より利 益 を生じ た 場合は 、 自主的 な 経営努 力 と

して考 慮 されて お り、今 後 の当市 に おける 指 定管理 者 制度に つ いても 、 こ

れまで と 同様に 適 正に運 用 してま い ります 。  

ま た 、 指 定管理 者 の選定 方 法につ い ては、 住 民サー ビ スを効 果 的かつ 効

率的に 提 供する た め、サ ー ビスの 提 供者を 民 間事業 者 等から 幅 広く求 め る

必要が あ ること か ら、施 設 の適正 な 運営を 確 保する た め必要 と 認めら れ る

場合な ど を除い て 、地方 自 治法の 趣 旨を踏 ま え、こ れ までと 同 様に、 原 則

として 公 募によ る 申請に 基 づき指 定 管理者 に 指定す る 法人等 を 選定し て ま

いりま す 。  

担当：行政経営課 仕事力リノベーション担当 主査 野呂  康司 内線４５９  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４５ 弘前市が所有する資産（建物、公用車等）の保険について 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市が所有する資産（建物・公用車等）については、現在、全国市長会総合賠償

保障保険に加入しておりますが、民間保険会社の入札にできないか検討していただき

ますよう要望いたします。  

 

                                                  財務部 財産管理課  
 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

市 が 所 有 す る資 産 （建物 ・ 公用車 等 ）につ い ては、 現 在、公 益 社団法 人

全国市 有 物件災 害 共済会 が 行って い る「建 物 総合損 害 共済」 「 自動車 損 害

共済」 に 加入し て おりま す 。  

公 益 社 団 法人全 国 市有物 件 災害共 済 会は、 市 の委託 を 受けて 市 等が所 有

、使用 又 は管理 し ている 住 民の共 有 の財産 で ある公 有 財産等 の 災害に よ る

損害を 相 互救済 す る事業 を 行うた め 設立さ れ た団体 で あり、 「 建物総 合 損

害共済 」 「自動 車 損害共 済 」とい っ た相互 救 済事業 を 、低廉 な 共済基 金 分

担金で 行 ってお り 、市等 の 財政負 担 を軽減 す る役割 も 果たし て おりま す 。

今
後
の
処
理
方
針 

公 益 社 団 法人全 国 市有物 件 災害共 済 会へ委 託 してい る 「建物 総 合損害 共

済」「 自 動車損 害 共済」 の 内容を 、 民間保 険 会社に 行 なわせ た 場合、 市 の

負担額 が どうな る か検討 し た結果 、 公益社 団 法人全 国 市有物 件 災害共 済 会

へ委託 し た方が 、 断然に 低 廉であ る ことか ら 、民間 保 険会社 の 入札に つ い

ては、 行 う予定 は ありま せ んが、 今 後、民 間 保険会 社 がより 有 利な保 険 商

品が企 画 された 場 合は、 比 較検討 し てまい り ます。  

 

担当：財産管理課 財産係 総括主査 髙橋 修 内線２４６  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４６ 公共施設の利便性向上について 

要

望

事

項

の

内

容  

市内の公共施設における利便性向上について下記について要望いたします。  
①ヒロロスクエアの行政機能の充実（期日前投票の投票所を設置するなど）  
②弘前市が施設を整備する際のゆとりあるトイレスペースの確保（まちなか情報セ

ンターのトイレの個室が狭い）  

 

                                   経営戦略部 政策推進課ヒロロスクエア活性化室  
選挙管理委員会  
商工振興部 商工政策課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

①  ヒ ロ ロ ス ク エ アは平 成 ２５年 ７ 月２７ 日 にオー プ ンした 施 設で、 弘 前

駅前地 区 再開発 ビ ルの立 地 特性、 利 便性、 市 民ニー ズ を考慮 し 、具体 的

な活用 策 を定め た 「公共 的 利活用 計 画」に 基 づき、 設 置され ま した。  

「 子 育 て 」を中 心 に、「 健 康」「 交 流」「 行 政」の ４ つの機 能 で構成

さてお り ます。  

＜ ヒ ロ ロ スクエ ア 構成窓 口 ・執務 室 ＞  

「 子 育 て 」：駅 前 こども の 広場  

こ ど も 絵 本の森  

「 健 康 」  ： 健 康 広場  

「 交 流 」  ： 市 民 文化交 流 館  

「 行 政 」  ： 総 合 行政窓 口 (市 民 課 駅前分 室 ・弘前 パ スポー ト センタ ー )

市 民 生 活 センタ ー  

区 画 整 理 課  

ヒ ロ ロ ス クエア 活 性化室  

弘 前 就 労 支援セ ン ター  

ジ ョ ブ カ フェあ お もりサ テ ライト ス ポット 弘 前  

津 軽 広 域 連合  

 

平 成 ２ ６ 年度の 利 用者数 は 月約３ 万 ４千人 と なって お ります 。  

 

平 成 23年 10月 13日 ～ 平 成 24年 8月 8日  公 共 的 利 活用 検 討会議 （ 計 7回 ）  

平 成 24年 4月 13日 ～ 5月 1日  市 民 ア ン ケー ト 実施  

平 成 24年 4月 25日 ・ 5月 1日  市 民 懇 談 会  

平 成 24年 6月 15日 ～ 7月 13日  パ ブ リ ッ ク コ メント 実 施  

平 成 25年 7月 27日  ヒ ロ ロ ス クエ ア オープ ン  

 

○ 期 日 前 投票所 の 設置  

・ヒ ロ ロ スクエ ア オープ ン 後の弘 前 市長選 挙（ H26.4. 1 3）、衆 議 院議員

総選挙 （ H26.12 . 2 4） に お い て、 市 民から ヒ ロロで 期 日前投 票 ができ る

かとの 問 い合わ せ あり。 （ 数件）  
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経 

緯 

②  施 設 を 整備 す る際の ト イレス ペ ースに つ いては 、 施設の 性 質や利 用 形

態、予 算 等に応 じ て、広 さ や個室 の 数、機 能 などを 総 合的に 検 討して き

ました 。  

  ま ち な か 情 報 センタ ー におい て も、施 設 整備時 に 総合的 に 検討し て 現

行の形 状 でトイ レ を整備 し たとこ ろ であり ま す。  

今
後
の
処
理
方
針 

① ヒ ロ ロ スクエ ア の機能 に ついて は 、行政 機 能だけ で なく、 広 く市民 の 意

見を取 り 入れ決 定 し、子 育 て、健 康 、交流 の 機能か ら なる複 合 的公共 利

活用ゾ ー ンとな っ ており ま す。行 政 機能の 充 実につ い ては、 面 積の制 約

もあり 、 常設さ れ るもの の 拡充は で きませ ん が、期 日 前投票 所 など、 期

間に定 め のある 利 活用に つ いては 、 現在の 機 能をこ れ まで以 上 に活か せ

るよう 、 早期実 施 を目指 し て協議 を 進めて ま いりま す 。  

 

② 今 後 新 たに施 設 を整備 す る際の ト イレス ペ ースに つ いては 、 これま で と

同様、 総 合的に 検 討して 整 備いた し ます。  

 ま た 、 ま ちな か 情報セ ン ターに つ いては 、 施設の 老 朽化や 破 損等に 伴 う

更新の 際 に、実 際 の利用 形 態や利 用 者の声 を 聴きな が ら、見 直 しを検 討

してま い ります 。  

 

担当：政策推進課ヒロロスクエア活性化室 主査 佐々木 美子 内線９５６ 

選挙管理委員会事務局        次長 阿保 誠一郎 内線５５８ 

商工振興部商工政策課商業振興係   主査 竹浪  雄志   内線２５９  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４７ 
弘前市経営計画への「弘前感交劇場」コンセプトの位置付けにつ

いて 

要

望

事

項

の

内

容  

弘前市が策定した弘前市経営計画の中へ、「弘前感交劇場」のコンセプトを、弘前

市の経営戦略として下記①～④の項目での位置付けで、盛り込んでくださいますよう

要望いたします。  
あわせて東日本大震災などによる社会環境の変化があり、今後確実に来る人口減少

社会、少子高齢社会を迎えるにあたり、厳しい社会情勢、産業構造の変化が予想され

ます。これらに早急に対応するため、この経営戦略に基づいたアクションプランの再

構築を要望いたします。  
①「弘前感交劇場」のコンセプトの明確化  
 「弘前感交劇場」とは、津軽地域全体を「世界自然遺産白神山地」を舞台背景と

するひとつの劇場とみたてた感動と交流の劇場型まちづくりのことをさします。

 弘前地域に存在する全て（ひと・もの・ことがら・ところ）が、世界自然遺産白

神山地のめぐみとして存在する地域資源であるという認識が出発点です。観光資

源、農業資源、ものづくり資源等すべてを地域資源として認識します。  
②弘前感交劇場推進委員会、実務者会議、やわらかネットの役割の明確化  
 市民を中心とした創発活動の場（ところ）である「やわらかネット」、そこから

 のアイディアを関係機関団体事務局で企画立案、プロジェクト管理、機能検証、

 仕様検討、評価分析を行い、データを蓄積しＰＤＣＡを実行する「実務者会議」、

提案事項の承認、推進に係る案件の決定をする「推進委員会」という役割を明確

にし、企画案実現のための予算化、実効性と継続性を構築します。  
③弘前感交劇場のブランドセンターとしての役割  
 地域のビジョンを創る「ひと」、具体化する「ひと」、推進する「ひと」、調整

する「ひと」、アピールする「ひと」など役割を分担し、それぞれの専門家が地

域資源である「もの」「こと」「ところ」を掘り起こし、知的財産～商品開発～

販路開拓～市場導入へと繋ぎ、弘前ブランドとしてシティーセールスを推進する

仕組みが「弘前感交劇場」のブランドセンターとしての役割です。  
  ブランドセンターとしての具体的な役割の一つとして、弘前型「地域団体商標

登録制度」を活用したブランディング戦略構築が必要です。商標法第７条の２の

改正（平成 26 年 8 月 1 日から）により、商工会議所が登録主体となることが可
能となりました。地域ブランドについて保護を図り、地域のモチベーションアッ

プ、模倣品の排除、ＰＲ効果、イメージアップを図るために下記の点を要望しま

す。背景としては、組合が存在しない、機能していない等の理由で、弘前地域に

おいて「津軽塗」「津軽打刃物」「こぎん刺し」等、地域団体商標登録が成立し

ていない現状があります。また、弘前ブランドを構成していくためには、産地名

「弘前」＋「商品名」である、地域団体商標を「弘前ブランド」の土台にしてい

く必要があります。  
 （１）出願・登録・更新に係る予算措置  
 （２）商標権管理に係る、弁理士委託料の予算措置  
 （３）一連のオール弘前型スキーム構築  
④ブランドセンターのプラットホームとしての役割  
 「もの（工芸品・農産物等）」「こと（まつり・イベント等）」「ところ（自然

・観光施設・中心市街地等）」の地域資源に関して、市場ニーズ等の情報収集を

もとに市場への情報発信を担うワンストップ窓口としての機能が、販路開拓・市

場導入を目指すプラットホームとしての役割の拡充  
                                                 

観光振興部 観光政策課  
商工振興部 商工政策課  
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市の処理方針 

経 
 
 

緯 

市 で は 平 成 ２０ 年 ４月に 、 産学官 が 連携し た 組織と な る弘前 感 交劇場 推

進委員 会 を設置 し 、地域 一 丸とな っ た観光 振 興を推 進 してお り ます。  

 具 体 的 な 取り 組 みにつ い ては、 実 務者に よ るやわ ら かネッ ト 等で協 議 し

ており 、 おもて な し観光 推 進に向 け た各種 団 体の取 り 組みな ど 、本来 取 り

組むべ き 組織・ 団 体を中 心 にした 実 行委員 会 形式等 で 新たな 事 業を実 施 し

てきて お ります 。 また、 平 成２５ 年 度には 、 弘前感 交 劇場推 進 委員会 と や

わらか ネ ットを 繋 ぐ中間 的 組織と し て、弘 前 感交劇 場 実務者 会 議を設 置 し

、各団 体 間で所 管 する事 業 などの 情 報共有 に 努めて ま いりま し た。  

 地 域 資 源 の一 つ である 「 もの」 に ついて は 、これ ま で地場 産 業の振 興 を

図るた め 、地域 資 源を活 か した新 商 品開発 へ の支援 や 工芸品 を はじめ と す

る地場 企 業の製 品 を県外 で 開催さ れ る見本 市 への出 展 に対す る 補助制 度 を

創設し 、 商品Ｐ Ｒ や販路 開 拓を支 援 してお り ます。  

更 に 、昨 年 7月 に 貴 所 、物 産協会 、市と共 同 で立ち 上 げた「Ｂ ＵＹひ ろ さ

き推進 本 部」と の 連携に よ り、弘 前 産品の 認 知度向 上 、販路 拡 大に向 け 、

魅力発 信 に努め て おりま す 。  

今
後
の
処
理
方
針 

① ・ ② ： 平成２ ６ 年５月 に 『弘前 市 経営計 画 』を策 定 いたし ま したが 、 「

弘前感 交 劇場」 の コンセ プ トにつ い ては、 観 光振興 の 基本理 念 であり 、

今後の 観 光施策 を 進める う えで重 要 なキー ワ ードと し て、弘 前 市経営 計

画上も 位 置付け て おりま す 。  

ま た 、 弘 前感交 劇 場推進 委 員会、 弘 前感交 劇 場実務 者 会議、 や わらか

ネット の それぞ れ の役割 に ついて は 、貴所 が 要望す る 通りの 内 容であ る

と認識 し ており ま すが、 現 在は、 全 て市が 事 務局と な り所管 し ている 状

況です の で、効 果 的な事 業 検討・ 実 施のた め に、前 述 の３会 議 での各 団

体の役 割 分担や 運 営の仕 方 につい て 、弘前 感 交劇場 実 務者会 議 の中で 、

今後、 検 討して 参 りたい と 考えて お ります 。  

③ ： 「 弘 前 感 交 劇 場 」 が ブ ラ ン ド セ ン タ ー の 役 割 と し て 、 貴 所 の こ れ ま で

構 築 し て き た 専 門 家 や 企 業 と の ネ ッ ト ワ ー ク を 活 用 し な が ら 、 地 域 資 源

と し て の 「 も の 」 「 こ と 」 「 ひ と 」 を 弘 前 ブ ラ ン ド と し て シ テ ィ セ ー ル

ス を 推 進 し て い く こ と は 、 地 域 産 業 の 振 興 を 図 る う え で 大 き な 力 に な る

こ と か ら 、 今 後 、 「 弘 前 感 交 劇 場 」 の ブ ラ ン ド セ ン タ ー と し て の 役 割 を

担 う こ と に つ い て 、 地 域 団 体 商 標 の 活 用 も 含 め て 弘 前 感 交 劇 場 実 務 者 会

議の中 で 具体的 に 議論し て まいり た いと考 え ており ま す。  

④ ： ブ ラ ン ド セ ン タ ー の プ ラ ッ ト ホ ー ム と し て の 役 割 の う ち 、 観 光 分 野 に

お い て は 、 市 場 ニ ー ズ 等 の 情 報 収 集 を も と に 市 場 へ の 情 報 発 信 を 担 う ワ

ン ス ト ッ プ 窓 口 と し て の 機 能 の 確 立 に 向 け 、 観 光 プ ラ ッ ト ホ ー ム 事 業 を

推 進 し て お り ま す 。 地 域 資 源 の 一 つ で あ る 「 も の 」 に つ い て は 、 公 共 調

達 の 推 進 や 首 都 圏 で の 物 産 展 な ど 、 「 Ｂ Ｕ Ｙ ひ ろ さ き 」 運 動 を 積 極 的 に

推 進 し 、 弘 前 産 品 の 認 知 度 向 上 、 販 路 拡 大 に 努 め て お り ま す 。 弘 前 感 交

劇 場 が ブ ラ ン ド セ ン タ ー の 役 割 を 担 う 構 想 に つ い て は 、 現 時 点 に お い て

具 体 的 な 姿 が 見 え な い こ と や 市 が 行 な っ て い る 既 存 の 制 度 と の 調 整 を 図

る 必 要 も あ る こ と か ら 、 構 想 を 具 体 化 さ せ て い く 過 程 で 協 議 検 討 さ せ て

いただ き たいと 考 えてお り ます。  

担当：観光政策課 企画戦略係 主事   高田  俊秀 内線２３２  
   商工政策課 物産振興室 総括主査 福士  智広 内線２５２  
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弘前商工会議所要望事項 

要望事項 ４８ 弘前型マイクロナノバブルバレイ構想について 

要

望

事

項

の

内

容  

過疎化・少子高齢化・経済活動の縮小など地域が抱える多様な課題を解決するため

に、新たなビジネス開発・展開について検討し、産業構造の変化に対応すべく、今あ

る地域資源の高付加価値化を目指すための調査研究が求められております。「安心・

安全」をキーワードに、日本が世界的に先行するマイクロナノバブル最先端技術を活

用した弘前型展開に向けた産業応用を検討します。農業分野では、減農薬・無化学肥

料化、食品加工における無添加、環境における水道水・河川の浄化、医療における短

命県の汚名返上を目指し、ヘルス＆ビューティー分野におけるプロテオグリカンへの

応用を検討します。マイクロバブル、ナノバブルへの混入ガスによる特性を活用した、

食品・農林業・環境・医療分野における消毒（O3）・殺菌（O3）・酸化防止（H2）
・活性化（O2）等調査研究し、高付加価値をつけた住空間・商品開発を目指し、地
域全体のブランド化を目指すためのマイクロナノバブルバレイ構想策定を要望いた

します。  
 

                         商工振興部 産業育成課 

                          農 林 部   り ん ご 課  

 

市の処理方針 

経 
 
 

緯 

平 成 26年 7月  弘 前 商 工 会 議所申 請  全 国 商 工会連 合 会「 地域 内資金 循 環等

新事業 開 発検討 事 業（中 小 企業庁 補 助事業 ） 」に採 択  

平 成 26年 9月  同 事 業 の 採 択を受 け 「最先 端 技術マ イ クロナ ノ バブル 水 を  

活 用 し た 弘前型 展 開検討 事 業委員 会 」第１ 回 委員会 開 催  

      （ 農 林 部 長 、 商工振 興 部長  委 員 就 任 ）  

平 成 26年 11月  第 ２ 回 委 員 会開催  

 

農業分野では、「減農薬・無化学肥料化」について、りんごを始めとする農産物の

生産方法については、農業者が様々な工夫や情報を取り入れて、農業者自らが構築し

ており、市は指導や規制等を行っておりません。減農薬化・無化学肥料化については

一つの生産手法として、多くの農業者に取組まれています。  
 

今
後
の
処
理
方
針 

国内市場の縮小をはじめ、為替相場の変動等に伴う経費の高騰など、地方における事

業環境が厳しさを増す中で、高い収益性の確保を目指す新たな事業の展開はその重要性

が更に高まっております。 

 

こうした中、「地域内資金循環等新事業開発検討事業」は、複数の事業者等が連携し

て、地域の現状に即した新たな事業を生み出すために検討を行うものと理解しており、

市としても委員会に参画しながら、マイクロナノバブルの産業への応用可能性や発展性

について状況の把握に努めているところです。 

 

農業分野において、マイクロナノバブルの効果が、りんご等農産物の生産に取り入

れることが有効であると実証実験等により明示された場合、生産手法の一つとして情

報発信できると考えております。  
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また同様に、プロテオグリカンをはじめ、その他の産業分野においても、その技術

応用がコスト軽減や差別化を図る上で効果的に働くことになれば、産業界の関心も一

層高まっていくものと期待しているところであります。  
 

いずれにしましても、現時点にはおいては、検討の初期段階と考えており、委員会へ

の参加や各方面からの情報収集を通じて、事業可能性や構想策定の必要性を見極めてい

きたいと考えております。  
 

担当：産業育成課 産業育成担 当総括主査 笹田  哲文 内線４３３  
   りんご課  生産振興係 主幹兼係長 高谷  一豊 内線９１１  
 

 
 


